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１ すべての子育て家庭と多様な子どもの育ちを応援するために 

（１）地域における様々な子育て支援サービスの充実 

ア 地域における子育て支援サービスの充実と質の向上 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（１）－ア－① 
ファミリー・サポー

ト・センター事業 

保育等の援助を受けたい人と行いたい人を会員と

する組織により、保育園への送迎、一時的な預かり等

育児についての助け合いを行う。 子ども家庭 

応援室 入会説明会３回、講習会９回、交流会４回実施。 
【登録者数】計945人（利用会員680人、協力会員165
人、両方会員100人） 
【援助活動実績】5,914件 

１－（１）－ア－② 
地域子育て支援拠点

事業 

子育て家庭への集いの場の提供、交流の促進、子育

てに関する相談及び援助、地域の子育て情報の提供、

講習の実施等を行う「地域子育て支援センター」及び

「つどいの広場」を設置する。 
子ども家庭 

応援室 

ＮＰＯ法人等に運営委託し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育園、栄保育園、旧大和田交番、
山びこ保育園、すぎのこ保育園、すこやか保育園、光
第二保育園、横田保育園）、つどいの広場を１か所（児
童センター内）に設置した。 
また、出前地域子育て支援センターを２か所（栗原

公民館、生涯学習センター）で実施した。 

１－（１）－ア－③ 
子育て支援ホームヘ

ルパー派遣事業 

出産直後の母親のいる家庭で、親族などから家事援

助が望めない家庭に対し、ホームヘルパーを派遣し家

事援助をすることで子育て支援を図る。 子ども家庭 

応援室 申込11件（平成23年度派遣予定1件）､派遣9件（平

成21年度申込み分含む キャンセル4件）､派遣日115

日､派遣時間209時間 

１－（１）－ア－④ 一時保育の充実 

非定型的保育サービス・緊急保育サービス等、多様

な保育サービスの拡充を検討し、推進する。 

保育課 非定型的保育サービス、緊急保育サービス等、多様
な保育サービスの拡充を検討し、推進した。 
平成22年度延べ利用日数5,328日 
延べ11,623人（公立保育園１園、法人保育園11園）  

１－（１）－ア－⑤ 

子育て支援ネット

ワーク事業「子育て

支援交流事業」の実

施 

乳幼児とその保護者を対象に「子育てサロン」「ス

テップ・サロン」を実施する。 

子ども家庭 

応援室 

○子育てサロン（２か所の社会教育施設で実施） 
・畑中公民館：参加親子 68組 
・東北コミュニティセンター：参加親子 89組 

○ステップ・サロン（１か所の社会教育施設で実施） 
・畑中公民館：参加親子 107組 

１－（１）－ア－⑥ 
子育て支援総合コー

ディネート事業 

子ども家庭応援室が主な窓口となり、地域における

多様な子育て支援サービスの情報を一元的に把握す

るとともに、子育て家庭に対する総合的な情報提供、

利用援助等の支援を行う。 子ども家庭 

応援室 子育て支援サービスの情報の把握に努め、子育て支
援サービス一覧のチラシ作成、ホームページへの掲載
等必要に応じて情報提供を行った。また、埼玉県で実
施している子育てマネジャー研修を受講した職員を
子育て支援総合窓口に配置した。 

１－（１）－ア－⑦ 保育園園庭開放 

保育園の園庭を開放し、保育園の子どもと地域の子
どもがふれあいながら遊び、交流を図る。 

保育課 
保育園の園庭を開放し、保育園の子どもと地域の子

どもがふれあいながら遊び、交流を図った。 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（１）－ア－⑧ 保育園地域活動事業 

地域の親子や高齢者と保育園の子どもたちが、もち
つきなどの行事やレクリエーションを通して、世代
間・異年齢児による交流を図る。 保育課 
地域の親子や高齢者と保育園の子ども達が、もちつ

き等の行事やレクリエーションを通して、交流を図った。 

１－（１）－ア－⑨ 
幼児教育についての

情報提供 

市内幼稚園の情報など幼児教育についての情報提
供を行う。 子ども家庭 

応援室 東上地区私立幼稚園協会の協力を得て、幼稚園ガイ
ド900部を作成して情報提供を実施した。 

１－（１）－ア－⑩ 
幼稚園長時間預かり

保育補助事業 

保育園の待機児童解消、子育て家庭の就労機会拡大
のため、幼稚園教育時間の前後や春季･夏季及び冬季
休園時に預かり保育を実施する市内私立幼稚園に対
し人件費等の補助を行う。 保育課 

幼稚園２園で実施した。 
平成22年度延べ利用児童数692人。 

１－（１）－ア－⑪ 子ども手当の支給 

子ども手当を支給し、家庭生活の安定と子どもの健
全な育成を図る。 

児童福祉課 平成22年４月から施行。月額13,000円を中学校修
了前までの子どもを養育する者へ支給した。支給月は
平成22年６月、10月、平成23年２月。 

 

イ 相談機能と相談機会の充実 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（１）－イ－① 児童相談の充実 

家庭における適切な児童の養育と、養育に関連して
発生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福
祉に関して専門的に相談、指導に当たる。 

子ども家庭

応援室 

保育課 

電話又は来庁によって児童の相談を受けた。 
新規相談受付件数267件 

子ども家庭

応援室 
公立保育園の園長が、主に乳幼児の保護者の育児の

悩みや相談に応じた。 
平日の午後１時30分から４時に実施した。 

保育課 

１－（１）－イ－② 家庭児童相談室 

家庭における適切な児童の養育と、養育に関連して
発生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福
祉に関して専門的に相談・指導に当たる。 
さらに、必要があれば専門機関への紹介も行う。 

子ども家庭

応援室 家庭における適切な児童の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福祉
に関して相談を受けた。相談件数延べ2,810件 

１－（１）－イ－③ でんでんむしの家 

発達支援や育児支援の必要とされる児童及び親（家
庭）に対して、集団指導や相談活動を通して支援を行う。 

子ども家庭

応援室 

発達、育児支援の必要とされる児童及び親（家庭）
に対して集団指導や相談活動を通して支援を行った。
また、他機関との連携も図った。臨床心理士による心
理相談は年間12回実施。作業療法士による療育相談２
回実施。全体の参加児童数2６人。 

１－（１）－イ－④ 
でんでんむしの家卒

業児等フォロー事業 

でんでんむしの家の卒業児及び３歳児、４歳児で家
庭児童相談員と係わりのある親子を対象に個別的、集
団的なテーマを通して子どもの成長を促す。 

子ども家庭

応援室 
でんでんむしの家卒業以降も発達支援や育児支援の

必要とされる、児童及び親（家庭）に対して集団指導
や相談活動を通して支援を行った。 
年間３回、参加延べ児童数20人。 

１－（１）－イ－⑤ 乳幼児相談の充実 

保健師と栄養士・歯科衛生士で実施しているが、利

用者が気軽に相談できるよう、利便性を考慮し、周知

方法等を工夫しながら推進する。 

保健セン

ター 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

保健センターで、保健師・栄養士・歯科衛生士によ

り、月１回ずつ実施。 

電話での予約制で、延べ677人が来所した。 

１－（１）－イ－⑥ 
栄養相談・栄養指導

の実施 

乳幼児健診や乳幼児相談において栄養士による相

談及び、乳幼児の家庭での食事を通した健康づくりの

支援を行う。 
保健セン

ター 
乳幼児健診や乳幼児相談において栄養士による相

談及び、乳幼児の家庭での食事を通した健康づくりの

支援を行った。回数は9回/月の108回、相談者677

人。 

１－（１）－イ－⑦ 
思春期保健相談体制

支援事業 

学童期・思春期における心の問題について、相談体

制の充実を図る。 

保健センター 

教育相談セ

ンター 

健康相談の中で対応予定だったが、希望者がいな

かった。 

保健セン

ター 

教育相談室に教育相談員３人と学校カウンセラー

２人を配置し、特に学童期･思春期における心の問題

について電話や来談による相談体制の充実を図った。 

教育相談セ

ンター 

１－（１）－イ－⑧ 教育相談事業の充実 

教育相談員の配置を見直し、学校カウンセラー等と

の連携を一層密にし、教育相談の充実を図る。 

教育相談セ

ンター 

教育相談室に教育相談員３人と学校カウンセラー

２人、全中学校にさわやか相談員、中学校区にスクー

ルカウンセラー、全小学校に子どもと親の相談員を配

置し、児童生徒及び保護者からの不登校やいじめ等の

悩みについての相談活動を展開した。 

１－（１）－イ－⑨ 
保育・教育相談窓口

の整備 

教育相談センターでは、障がいのある子どもの早期

からの教育相談体制など、より気軽に相談できる体制

の整備充実を図る。 

また、福祉事務所や保健センター等の関係機関の相

談機能を強化するとともに各機関が連携し、適切な相

談活動ができるよう努める。 

障がい者福

祉課 

生活福祉課 

子ども家庭

応援室 

教育相談セ

ンター 

新座市地域自立支援協議会において部会を通じて、
ネットワークの構築等に向けた協議を行った。 
関係機関との相談機能を強化するとともに、連携を

図った。 

障がい者福

祉課 

各関係機関と連携を取って適切な相談活動ができる

よう努めた。 
生活福祉課 

子ども家庭応援室（家庭児童相談室を含む）では、

適切な相談活動ができるように、障がい者福祉課、保

健センター、教育相談センター等と連携を図り、相談

機能の強化を図った。 

子ども家庭

応援室 

障がいのある子どもの早期からの教育相談体制な

ど、より気軽に相談できる体制の整備充実を図った。

また、関係機関と連携し、適切な相談活動ができるよ

う努めた。 

教育相談セ

ンター 

１－（１）－イ－⑩ 各種市民相談事業 

法律相談（弁護士）、人権相談（人権擁護委員）、

行政相談（行政相談委員）、税務相談（税理士）等の

各種相談事業を実施する。 

コミュニ

ティ推進課 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

各種相談事業を実施し、以下のとおり実績があった。 
 ・法律相談（弁護士） 798件 
 ・行政相談（行政相談委員） 16件 
 ・税務相談（税理士） 58件 
 ・登記相談（司法書士・土地家屋調査士） 54件 
 ・住宅相談（建設関係団体） ３件 
 ・人権相談（人権擁護委員） 16件 
 ・年金・社会保険・労働相談 14件 
平成22年度８月から実施 

１－（１）－イ－⑪ 
女性困りごと相談事

業 

性別による差別的取扱いその他の男女共同参画の

推進を阻害する要因によって人権を侵害された市民

からの相談を受ける。 
コミュニ

ティ推進課 
【相談日】市役所：月曜日～金曜日（祝日・年末年始
を除く）、 午前９時～午後５時 
男女共同参画推進プラザ：第２土曜日、午前10時～午後６時 
【相談方法】電話又は面談 
【相談件数】611件（電話394件、面談217件） 

１－（１）－イ－⑫ 
子どもの健全育成事

業 

被保護世帯の子どもが、健全に育成される環境を整

備するため、子ども育成支援相談員を生活福祉課に配

置し、支援する。 生活福祉課 
被保護世帯の子どもが健全に育成される環境の整備

に向けて、日常生活自立支援や養育、教育を支援する専
門相談員を配置した。22年度の支援世帯数40世帯。 

１－（１）－イ－⑬ 
子育てマネジャーの

配置 

県が実施する子育てマネジャー研修の修了生を地

域子育て支援拠点等に配置する。 子ども家庭

応援室 県が実施する子育てマネジャー研修の修了生を地

域子育て支援拠点等に配置した。 

 

ウ 乳幼児から中・高生までの居場所づくり 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（１）－ウ－① 
放課後児童保育室事

業の充実 

保護者の就労等により、放課後の家庭が常時留守に

なっている児童を対象にした放課後児童保育室の充

実を図る。 

保育課 保護者の就労・疾病等により、放課後の家庭が常時
留守になっている児童を対象にした放課後児童保育室
の充実を図った。 
放課後保育室17か所  
平成22年度３月の在籍児童数 1,107人 

１－（１）－ウ－② 
児童遊園、公園の整

備・充実 

子どもの安全な遊び場を確保するため、児童遊園、
公園の整備・充実を図る。 

みどりと 

公園課 
子どもの安全な遊び場を確保するため、児童遊園、公
園の整備・充実を図った。（遊具等の安全点検・管理・
清掃・維持補修等） 

１－（１）－ウ－③ 学校施設の開放 

学校施設や余裕教室を活用して整備したコミュニ
ティ施設等として開放し、地域の学習機会の充実を図
る。 

教育総務課 

スポーツ振

興課 

４校で13団体に教室を開放した。 教育総務課 
学校施設や余裕教室を活用して整備したコミュニ

ティ施設等として開放し、地域の学習機会の充実を図る。  
１７校で、６６団体に校庭、７４団体に体育館を開放した。 

スポーツ振

興課 

１－（１）－ウ－④ 
新座っ子ぱわーあっ

ぷくらぶ事業 

地域の教育力の活性化と子どもたちの地域における学
校外活動の一層の充実を図るために、地域住民の協力
により自然体験・社会体験・スポーツなどの体験活動
や、学習活動を実施する様々なクラブを運営する。 

生涯学習課 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

市内の全市立小学校17校の余裕教室や体育館、福祉
の里体育館などを会場として、文化、学習、スポーツ
のジャンルで「くらぶ」を全38クラブ開設し、年間を
通じて活動を行った。延べ参加登録者数760人。 

１－（１）－ウ－⑤ 
地域子育て支援拠点

事業（再掲） 

子育て家庭への集いの場の提供、交流の促進、子育
てに関する相談及び援助、地域の子育て情報の提供、
講習の実施等を行う「地域子育て支援センター」及び
「つどいの広場」を設置する。 

子ども家庭 

応援室 

ＮＰＯ法人等に運営委託し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育園、栄保育園、旧大和田交番、
山びこ保育園、すぎのこ保育園、すこやか保育園、光
第二保育園、横田保育園）、つどいの広場を１か所（児
童センター内）に設置した。 
また、出前地域子育て支援センターを２か所（栗原

公民館、生涯学習センター）で実施した。 

１－（１）－ウ－⑥ 
児童センター業務の

充実 

子どもに豊かな生活を提供できるようスポーツ、文
化、レクリエーション等の多彩なプログラムを展開
し、児童センター業務の充実を図る。プログラムの策
定に当たっては、子どもの参画を検討する。 

子ども家庭 

応援室 

・新座市児童センター 
指定管理者制度を導入し、施設の運営、管理をNPO

法人に委託した。 
利用者数：64,153人 
主な事業：「親子ルーム」「天体観望会」など 
事業開催回数・参加者数：延べ1,265回、28,514人 
・福祉の里児童センター 
利用者数：42,809人 
主な事業：「親子ルーム」、「工作教室」など 
事業開催回数・参加者数：延べ326回、8,486人 

１－（１）－ウ－⑦ 
社会教育施設での体

験学習の開催 

公民館、図書館、歴史民俗資料館等の社会教育施設
で児童・生徒を対象とした様々な体験学習・催しを開
催する。 

中央公民館 

※人数は延べ参加者数 
○中央公民館 
人形劇フェスティバル（１回・106人）、夏休み子ど
もエコ学び隊（3回・８６人）、夏休み子どもエコ教
室（1回・27人） 

○野火止公民館 
サマースクール（3回・48人）、子どもパン作り教室
（１回・15人）、子ども習字教室（１回・15人） 

○栄公民館 
夏休みこどもひろば（１回・18人）、冬休みこども
ひろば（２回・58人） 

○栗原公民館 
夏休み親子講座① 親子地球かんさつ隊（５回・８0
人）、夏休み親子講座② マネー育（１回・15人）、
夏休み親子講座③みんなで作ろう簡単おやつ（１
回・23人）、折り紙で作る七夕飾り（１回・56人） 

○畑中公民館 
少年少女発明クラブ（13回・244人）、はばたく鳥
のモビール（1回・29人）、モーターとスピーカーの
原理 （1回・23人）、凧づくり（1回・32人）、親
子パン教室（1回・26人） 

○大和田公民館 
こども英会話（６回・113人）、子どもヒップホップ
ダンス（10回・320人）、親子で楽しむ七夕会（１
回・13人）、サマースクール（2回・37人） 

○東北コミュニティセンター 
サマースクール（1回・14人） 

○西堀・新堀コミュニティセンター 
コミセン夏のおはなし会（１回・102人）、コミセン

クリスマスおはなし会（１回・73人）、お正月お話会
（1回・53人）、子ども体験教室（３回・45人） 
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エ 子どもの健全育成 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（１）－エ－① 
児童センター業務の

充実（再掲） 

子どもに豊かな生活を提供できるようスポーツ、文
化、レクリエーション等の多彩なプログラムを展開
し、児童センター業務の充実を図る。プログラムの策
定に当たっては、子どもの参画を検討する。 

子ども家庭

応援室 

・新座市児童センター 
指定管理者制度を導入し、施設の運営、管理をNPO

法人に委託した。 
利用者数：64,153人 
主な事業：「親子ルーム」「天体観望会」など 
事業開催回数・参加者数：延べ1,265回、28,514人 
・福祉の里児童センター 
利用者数：42,809人 
主な事業：「親子ルーム」、「工作教室」など 
事業開催回数・参加者数：延べ326回、8,486人 

１－（１）－エ－② 
主任児童委員連絡会

議 

委員間の情報交換や研修の場として、地域における
児童の健全育成にかかわる委員の資質の向上を図る。 

生活福祉課 主任児童委員の連絡会議を４回行い、関係機関との
連携についての勉強会や情報交換を行った。そのうち
１回は地区会長も含めての会議、１回は地区会長も含
めての施設研修を実施した。述べ参加人数３８人。 

１－（１）－エ－③ 学校懇談会 

市内各小・中学校の教員と地域の民生委員・児童委
員との懇談会による情報交換と、その後における地域
での要保護児童の見守りなどの連携を図る。 

指導課 
市内各小中学校の教員と地域の民生委員・児童委員

との懇談会による情報交換と、その後における地域で
の要保護児童の見守りなどの連携を図る。 

１－（１）－エ－④ 
民生委員・児童委員

研修会 

児童福祉部会において、子育てに関する講演会や児
童施設の見学研修などにより、地域における児童の健
全育成にかかわる委員の資質の向上を図った。 

生活福祉課 
児童福祉部会として勉強会を２回、視察研修を１回

行い、非行問題や、子どもが暴力から自分自身を守る
方法などについて勉強した。延べ参加人数92人。 

１－（１）－エ－⑤ 
子どもの健全育成事

業（再掲） 

被保護世帯の子どもが、健全に育成される環境を整
備するため、子ども育成支援相談員を生活福祉課に配
置し、支援する。 

生活福祉課 
被保護世帯の子どもが健全に育成される環境の整備

に向けて、日常生活自立支援や養育、教育を支援する
専門相談員を配置した。22年度の支援世帯数40世帯。 

１－（１）－エ－⑥ 
青少年市民会議の推

進 

青少年の健全な育成を市民総ぐるみで推進するこ
とを目的に、この会議の趣旨に賛同する者、青少年関
係団体、関係機関をもって組織し、心の声かけ運動な
ど様々な活動を行う。 

生涯学習課 
・各中学校区ふれあい地域連絡協議会と協力し、年２
回の心の声かけ運動の実施（参加者数：第一回467人、
第二回456人 計913人） 
・市内全小学校６年生を対象としたふれあいコンサー
トの実施 
・青少年健全育成啓発チラシを新一年生へ配布 

１－（１）－エ－⑦ 
新座市PTA・保護者

会連合会活動の推進 

市内公立小・中学校をもって組織され、保護者及び
教職員が一体となり、児童・生徒の福祉の増進と学校
教育の振興に寄与するとともに、会員相互の研修と連
絡協議を図ることを目的とした「新座市PTA・保護者
会連合会」の様々な活動を支援し、推進する。 

生涯学習課 
「基盤づくりは家庭から～親子で踏み出す 小さ

な一歩 未来を創る 大きな力～」のスローガンのも
と、大学教授を招き講演会を開催した。また、早寝早
起き朝ごはん運動促進のため、「朝食レシピコンクー
ル」を開催した。 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（１）－エ－⑧ 
ふれあい地域連絡協

議会活動の推進 

地域ぐるみで子どもたちの健やかな成長を図るこ
とを目的に、地域内の学校、各種団体、関係機関等に
よりネットワークを形成し、地域の教育力の向上を目
指した「ふれあい地域連絡協議会（各中学校区に設
置）」の様々な活動を支援し、推進する。 生涯学習課 
各中学校区内の学校、各種団体、関係機関等により

ネットワークを形成し、地域の教育力の向上を目指し
た「ふれあい地域連絡協議会」の様々な活動を支援・
推進した。助成金70,000円×６団体＝420,000円 

１－（１）－エ－⑨ 青少年団体の育成 

子ども会連合会等の青少年の健全な育成と青少年
教育の振興に資することを目的とした活動団体に対
して助成を行う。 

生涯学習課 

各青少年育成団体に助成を行った。 
 

青少年団体名 補助金額（円） 

新座市青少年市民会議 2,000,000 

新座市子ども会連合会 800,000 

新座市青少年相談員協議会 337,000 

新座市青少年育成推進員会 90,000 

新座ボーイスカウト・ガールスカウト中央育成会 270,000 

１－（１）－エ－⑩ 
新座市小学生議会・

中学生議会 

未来を担う子どもたちのユニークな意見を市政に
反映するとともに、市政に対する子どもたちの理解と
関心を深めることを目的に、市議会議場を使用して開
催する。 

秘書広聴課 
小学生議会：平成22年10月16日（土）実施 
      34人（各校２人）参加 
中学生議会：平成22年10月23日（土）実施 

    18人（各校３人）参加 

１－（１）－エ－⑪ 
小・中学生一日新座

市長 

小・中学生を一日市長に委嘱し、市長の公務を実際
に体験してもらうことにより、市政に対する理解を深
めるきっかけとする。 

コミュニ

ティ推進課 
市長の公務を実際に体験してもらい、市政に対する

理解と関心を深めるきっかけとするため、夏休みの期
間を利用して、小・中学生１人ずつに一日市長を委嘱
した。対象校は、市内小中学校の輪番制としている。 

１－（１）－エ－⑫ 
カブトムシの里づく

り事業 

観光都市づくりアクションプランにおける「新座版
グリーンツーリズム」のシステムづくりの一環として、
観光都市づくりを広くＰＲすることを目的に、市内の
雑木林で育成しているカブトムシを市内の子どもた
ちに配布し、親とともにカブトムシの里親として飼育
してもらう。カブトムシを育て観察日記をつけてもら
うことで、命の大切さを学び、環境教育の一環とする。 

観光都市づ

くり推進室 
町内会、商店会、老人クラブ及び子ども会等と連携

を図り、市内５か所においてカブトムシの飼育を行
い、７月に子どもたちにカブトムシの配布等を行う
「カブトムシの里親フェア2010」を実施した。（イ
ベント数５回） 

１－（１）－エ－⑬ 
こどもエコクラブ事

業の充実 

次世代を担う子どもたちが、地域で楽しく自主的に
環境学習や環境保全活動に取り組めるよう、子どもた
ちを対象とした「こどもエコクラブ」事業の充実を図
り、子どもたちの多彩な活動を支援する。 
環境学習に役立つ案内や、キットの配布、交流会の

実施や新座市エコクラブニュースの発行を行う。 

環境対策課 

全国事務局と連携して、環境学習に役立つ案内や
キットの配布を行った。また、市独自に環境イベント
の開催や新座市こどもエコクラブ通信の発行を行った。 
【登録クラブ数】７団体（Ｈ23．３月末現在） 
【行事】 
行事名：新座の自然をいろいろ体験しよう！ 
実施日：８月22日（日） 
内 容：黒目川で魚捕り及び野菜の収穫体験 
行事名：みんなでエコを探してみよう！ 
実施日：11月27日（土） 
内 容：東京ガス環境エネルギー館での環境学習 
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オ 世代間交流の促進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（１）－オ－① すこやか広場事業 

商店街の空き店舗を活用し、商店街で買物をする者

の休憩の場、地域の高齢者の仲間づくりの場及び商店

会、町内会等地域の団体及び市民の活動の場、健康増

進の場を提供する。 
経済振興課 

あたご菅沢すこやか広場14,199人、北野すこやか広場

13,308人、栄すこやか広場7,512の年間利用者がおり、

管理運営を各すこやか広場管理運営委員会に委託し、

業務運営を新座市シルバー人材センターに委託した。 

１－（１）－オ－② 高齢者いきいき広場 

現在整備されている高齢者いきいき広場（５か所）を

充実させ、介護予防、健康づくり、世代間交流等を図る。 

長寿支援課 現在整備されている高齢者いきいき広場（５か所）を

活用し、高齢者の介護予防、健康づくりに繋がる世代間交

流（高齢者・小学生とその親・保育園児）を実施した。 

１－（１）－オ－③ 
子どもの芸術文化環

境の充実 

文化芸術活動に子どもが喜んで参加する仕組みづ
くりを行う。 

生涯学習課 

文化芸術活動に子どもが喜んで参加する仕組みづ
くりを行った。 

 
○ふれあいコンサート（平成２３年１月１４日） 
市内公立小学校１７校の六年生全員を対象に市民会

館のホールで芸術鑑賞（平成２２年度はヴァイオリン
とピアノの演奏） 
○新座っ子ぱわーあっぷくらぶ 
各学校において土曜日に地域ボランティアの協力の

もと様々な参加型プログラムを実施。文化、芸術、ス
ポーツに触れる活動を行った。 
○市民まつり文化祭（平成２２年１０月８日～１１月
２８日） 
 様々なイベントの中に小中学校児童生徒作品展展示
として文化祭への参加の機会を設けた。 
○すぐそこ新座春まつり（平成２２年４月１０～１１
日） 
 開催期間中、「森の音楽会」で子どもを含めた出演や
「子ども写生教室」子供向けの催しで参加機会を設け
た。 
○睡足軒の森文化の祭典（平成２２年１１月１５日～
１２月５日） 
開催期間１７日間中に「子ども呈茶」「子どもの邦楽」

など子どもによる催しを実施し、参加の機会を設けた。 

１－（１）－オ－④ 

子育て支援ネット

ワーク事業「子育て

講座」 

小・中学校入学前の子どもを持つすべての保護者が

参加する「就学時健康診断」や「入学説明会」、「保

護者会」等の機会を利用して、専門的な知識や経験を

有する者を講師として招き、家庭教育や思春期に関す

る学習機会を提供することにより家庭の教育力の向

上を図るとともに、明日の親となる中学生を対象に子

育て理解に関する講座を実施する。 
子ども家庭

応援室 
子育て講座（Ａ）（Ｂ）は、小・中学校入学前の保護

者を対象に23講座実施した。子育て講座（Ｃ）は、中
学生を対象に13コマ実施した。 
（Ａ）新小学１年生保護者：1,471人 
（Ｂ）新中学１年生保護者：1,164人 

（Ｃ）中学生：434人 

１－（１）－オ－⑤ 
ピア・サポーター派

遣事業 

地域の大学の臨床心理系学部等と連携することに

より、大学生をサポーターとして各学校等に派遣し、

不登校児童生徒・集団不適応児童生徒への支援活動を行う。 

また、大学教授がスーパーバイザーとして専門的な

立場から教員等に指導助言を行う。 

教育相談セ

ンター 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

地域の大学の臨床心理系学部と連携することによ

り、100人規模で大学生をサポーターとして各学校等

に派遣し、不登校児童生徒・集団不適応児童生徒への

支援活動を行った。 

 

 

（２）子どもの健康の確保 

ア 子どもや保護者の心身の健康の確保 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（２）－ア－① こども医療費の助成 

子どもが必要とする医療を容易に受けられるよう
にするため、子どもが医療機関にかかった際に窓口で
支払う保険診療の自己負担分を助成する。 児童福祉課 
平成22年10月診療分から通院費を小学校６年生ま

で拡大。 

１－（２）－ア－② 
乳幼児健康診査の充

実 

乳幼児を対象に発育・発達状況の確認と疾病の早期
発見及び育児不安の軽減や解消を図るために実施する。 

保健セン

ター 

保健センターを会場に、３～４か月児、９～10か月
児、１歳６か月児、３歳児を対象に健康診査を実施し
た。回数は各健診２回／月の96回／年。受診者は３～
４か月児:1,362人（95.８％）、９～10か月児:1,389
人（93.3％）、１歳６か月児:1,3８１人（95.8％）、
３歳児:1,352人（90.８％）であった。 
※（）内は受診率 

１－（２）－ア－③ 
乳幼児歯科健診の充

実 

歯科健診及び歯科衛生士による集団ブラッシング
指導を実施する。 

保健セン

ター 

１歳６か月児健診、３歳児健診時に歯科健診を実施。
各年２４回実施。受診者は１歳６か月児健診1,381人、 
３歳児健診は1,350人で、３歳児健診時には希望者

へフッ素塗布を実施しており、1,210人が塗布。２歳
児歯科健診は年６回実施し、受診者463人。親子歯科
健診（５歳児歯科健診）は８月～10月の間、医療機関
での個別健診を実施し、受診児数は314人。 

 

１－（２）－ア－④ 
乳幼児相談の充実

（再掲） 

保健師と栄養士・歯科衛生士で実施しているが、利
用者が気軽に相談できるよう、利便性を考慮し、周知
方法等を工夫しながら推進する。 保健セン

ター 保健センターで、保健師・栄養士・歯科衛生士によ
り、月１回ずつ実施。 
電話での予約制で、延べ677人が来所した。 

１－（２）－ア－⑤ 
新生児・乳幼児・妊

産婦訪問指導 

訪問指導が必要な乳幼児及び妊産婦の家庭を保健
師、助産師、栄養士等が訪問し、保健指導や相談を行
う。とりわけ、育児不安の大きい出産直後から生後３
か月までの乳児を対象に「お誕生連絡票」に基づき新
生児訪問指導を行い、母の不安解消や乳児の健やかな
成長の一助とする。 保健セン

ター 妊産婦、乳幼児を対象に、保健師又は助産師等が訪
問して、健康相談や育児相談等を実施。延べ人数
4,165人。このうち産婦と新生児を含む生後４か月ま
での乳児を対象とする家庭訪問「赤ちゃん訪問」は
1,423件。 

１－（２）－ア－⑥ 妊婦一般健康診査の
妊婦一般健康診査の普及・徹底を図るため、契約医

療機関の拡大を推進する。 保健セン
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

充実 契約医療機関は県内275件（H22.12.16現在）、
県外1,827件（H22.12.16現在）の計2,102件。契
約助産所は29件。契約医療機関以外で妊婦一般健康診
査を受ける方には「助成金」の制度を案内し、契約医
療機関で受診した者と同様に負担の軽減を図った。 

ター 

１－（２）－ア－⑦ 
妊婦ＨＩＶ抗体検査

の実施 

妊娠届出時の受診票の利用拡大を図り、防止対策を
実施する。 保健セン

ター 妊娠届出時、受診票について説明。1,378人が検査
を実施。 

１－（２）－ア－⑧ 妊婦超音波検査の実施 

すべての妊婦が受診できるよう、妊娠届出時に受診
票の利用について説明するなど、利用の拡大を図る。 

保健センター 妊娠届出時、受診票について説明。延べ4,777人が
検査を実施。 

１－（２）－ア－⑨ 
Ｂ型肝炎母子感染防

止の推進 

妊娠届出時の受診票の利用拡大を図り、防止対策を
実施する。 

保健セン

ター 
妊娠届出時、受診票について説明。1,379人が検査

を実施。1人の陽性者があり、病院にて母子感染防止
の対応をした。 

１－（２）－ア－⑩ パパママ学級 

第１子出産予定の母親と家族を対象に妊娠・出産・
育児について学ぶ場を提供することで、育児不安の解
消や地域の仲間づくりに寄与する。 
また、栄養士による妊娠期・授乳期の食生活の改善

と望ましい食事に関する学習の機会を設け、知識・情
報の提供を行う。 

保健セン

ター 第１子出産予定の母親と家族を対象に、パパママ学
級3回コースと１回コースを、各年６回実施。3回コー
スは延べ483人、1回コースは140人が参加。妊娠・
出産・育児について学ぶとともに地域の仲間づくりの
機会とした。 

１－（２）－ア－⑪ 育児学級 

生後３～４か月の第１子を持つ保護者を対象に、育
児に関する知識や地域の情報を学ぶ場を提供し、育児
不安の軽減を図るとともに地域の仲間づくりの機会
とする。 

保健セン

ター 生後２～4か月の第1子を持つ保護者を対象に、３回
コースを年６回実施し、678組が参加。保健師・栄養
士・子育てネットワークの話、離乳食実習を行った。 

１－（２）－ア－⑫ 
母子愛育会活動の助

成 

母と子の保険を中心に地域の健康づくりを推進し
ている活動を支援する。 

保健セン

ター 

母子保健を中心に地域の健康づくりを推進してい
る活動を実施。市内公民館や集会所４施設で19回「母
と子のつどい」を開催。350組の親子が参加。その他
「応急処置講習会」「子育て講演会」等では１２６組
の親子が参加。 
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イ 「食育」の推進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（２）－イ－① 
栄養相談・栄養指導

の実施（再掲） 

乳幼児健診や乳幼児相談において栄養士による相
談及び乳幼児の家庭での食事を通した健康づくりの
支援を行う。 保健セン

ター 乳幼児健診や乳幼児相談において栄養士による相
談及び、乳幼児の家庭での食事を通した健康づくりの
支援を行った。9回/月の108回、相談者677人。 

１－（２）－イ－② 
乳幼児健診の場を通

じた情報提供 

乳幼児家庭での食事を通した健康づくりを支援す
るために、乳幼児健診や育児学級等において、保護者
を対象に望ましい食生活に関する資料・情報の提供を
行う。 

保健セン

ター 
 離乳食の進め方や、乳幼児の食事や、おやつの摂

り方のパンフレットなどの資料を提供。 

１－（２）－イ－③ パパママ学級（再掲） 

第１子出産予定の母親と家族を対象に妊娠・出産・
育児について学ぶ場を提供することで、育児不安の解
消や地域の仲間づくりに寄与する。 
また、栄養士による妊娠期・授乳期の食生活の改善

と望ましい食事に関する学習の機会を設け、知識・情
報の提供を行う。 

保健セン

ター 第１子出産予定の母親と家族を対象に、パパママ学
級3回コースと１回コースを、各年６回実施。3回コー
スは延べ483人、1回コースは140人が参加。妊娠・
出産・育児について学ぶとともに地域の仲間づくりの
機会とした。 

１－（２）－イ－④ 
保育園における食育

の推進 

 市内幼稚園児及びその保護者に対し、栄養士による
エプロンシアターの実演を行い、幼児期からの食教育
を通じて日常の正しい食習慣を形成し、子供たちのよ
り健やかな成長と食生活の改善を図る。希望する幼稚
園に対して地域活動栄養士会と協働し、エプロンシア
ターを実施。６園で実施、対象798人。 

保育課 

保育園の食事・行事・日常の保育を通して、健康な
心身と良い食習慣の推進を実施した。 

１－（２）－イ－⑤ 
学校における食育の

推進 

子どもたちが、食に関する正しい知識と望ましい食
習慣を身に付けさせることができるように、農業体験
の実施や、地域の協力を得ながら、朝食欠食率の減少
を目指し、栄養等について学ぶ場の充実を図る。 

指導課 
子どもたちが、食に関する正しい知識と望ましい食

習慣を身に付けさせることができるように、農業体験
の実施や、地域の協力を得ながら、朝食欠食率の減少
を目指し、栄養等について学ぶ場の充実を図った。 
各校における朝食欠食率をデータ化し、体力向上推

進委員会発行誌「すこやか」に分析とともに掲載した。 

１－（２）－イ－⑥ 
食育事業（エプロン

シアター） 

市内幼稚園児及びその保護者、保育園児に対し、栄
養士によるエプロンシアターの実演を行い、幼児期か
らの食教育を通じて日常の正しい食習慣を形成し、子
どもたちのより健やかな成長と食生活の改善を図る。 
公立７保育園及び希望する幼稚園に対して地域活

動栄養士会と協働し、エプロンシアターを実施する。 

保健セン

ター 

保育課 

市内幼稚園児及びその保護者に対し、栄養士による
エプロンシアターの実演を行い、幼児期からの食教育
を通じて日常の正しい食習慣を形成し、子供たちのよ
り健やかな成長と食生活の改善を図った。希望する幼
稚園に対して地域活動栄養士会と協働し、エプロンシ
アターを実施。６園で実施、対象798人。 

保健セン

ター 

地域栄養士会によるエプロンシアターを公立７保育
園で実施した。 保育課 

１－（２）－イ－⑦ 
食生活改善推進員協

議会の活動支援 

健康づくりを支援するために食生活改善推進員協
議会を育成し、活動を支援する。 

保健セン

ター 
健康づくりを支援するために食生活改善推進員協

議会を育成し、活動を支援した。定例会10回183人
参加。病態別調理実習等の教室14回299人参加。 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（２）－イ－⑧ 
食事づくり等体験活

動の開催支援 

食生活改善推進員協議会の開催する調理実習（男の
料理教室、子ども食育料理教室等）の活動支援を行い、
男性や子どもが食事づくりに参加する機会を設ける。 

保健セン

ター 

保育課 

男の料理講習会２回31人、子ども食育料理教室2回
62人。 

保健セン

ター 
調理保育・野菜の栽培収穫調理体験・季節の野草等

の収穫調理体験・保育園給食の下処理手伝いを継続し
て実施した。（通年実施） 

保育課 

１－（２）－イ－⑨ 
保健、教育等の連携

の推進 

保健、教育の連携により食に関する学習機会や情報
の提供を進める。 

保健セン

ター 

指導課 
保健、教育の連携により食に関する学習機会や情報

の提供を進めた。朝食や夕食、おやつの摂り方などを
学習し指導していく。 

保健セン

ター 

養護教員部会、栄養教諭・栄養職員において、授業
への積極的な関わりを推進する研修会を実施した。研
修会において、各学校の実践例を持ち寄り、意識の向
上を図った。 

指導課 

１－（２）－イ－⑩  地産地消の推進 

地域の農業団体等との連携により、市内の農家が生
産した農作物の学校給食への活用を進める。 

学務課 
地元食材を積極的に活用した献立を学校給食に取

り入れた。23校。 

 

ウ 思春期保健対策の充実 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（２）－ウ－① 
思春期保健相談体制

支援事業（再掲） 

学童期・思春期における心の問題について、相談体
制の充実を図る。 

保健セン

ター 

教育相談セ

ンター 

健康相談の中で対応予定だったが、希望者がいな
かった。 

保健セン

ター 
教育相談室に教育相談員３人と学校カウンセラー

２人を配置し、特に学童期･思春期における心の問題
について電話や来談による相談体制の充実を図った。 

教育相談セ

ンター 

１－（２）－ウ－② 
教育相談事業の充実

（再掲） 

教育相談員の配置を見直し、学校カウンセラー等と
の連携を一層密にし、教育相談の充実を図る。 

教育相談セ

ンター 

教育相談室に教育相談員３人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわやか相談員、中学校区にスクー
ルカウンセラー、全小学校に子どもと親の相談員を配
置し、児童生徒及び保護者からの不登校やいじめ等の
悩みについての相談活動を展開した。 

１－（２）－ウ－③ 
学校カウンセリング

研修事業 

学校カウンセリングの研修会を受講し、教員として
必要な生徒指導・教育相談の理論や技法を習得し、教
育活動に活かせる実践力の向上を図る。 教育相談セ

ンター 学校カウンセリング中級研修会を夏季休業日中心に
実施し、参加教員の生徒指導･教育相談の理論や技法
の習得を果たし、教育活動上の実践力向上を図った。 
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エ 小児医療の確保 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（２）－エ－① 
小児救急医療支援事

業 

夜間や休日においても小児科医を確保する体制を
構築するため、「小児病院群輪番制」の参加病院に対
し運営費の一部を補助し、小児医療の充実を図る。 

保健セン

ター 

夜間や休日において小児科医を確保する「小児病院
群輪番制」の参加病院に対して運営費の一部を補助し、
小児医療の充実を図った。 
・朝霞４市で、3病院が実施。受診者数8,301人（集
計中）（新座市の受診者数1,783人（集計中））。 

・新座市分補助金1,280,414円。 

１－（２）－エ－② 救急医療対策協議会 

保健所（県）が主催する救急医療対策協議会に委員
として職員を派遣する。 

保健セン

ター 平成23年３月に県南西部消防本部と合同会議を開催。 

１－（２）－エ－③ 医療情報の提供 

広報及びホームページを通じて休日診療・救急病院
等の情報提供を行う。 保健セン

ター 広報及びホームページを通じて休日診療・救急病院
等の情報提供を行った。 

１－（２）－エ－④ 
こども医療費の助成

（再掲） 

子どもが必要とする医療を容易に受けられるよう
にするため、子どもが医療機関にかかった際に窓口で
支払う保険診療の自己負担分を助成する。 児童福祉課 
平成22年10月診療分から通院費を小学校６年生ま

で拡大。 

 

 

（３）要支援児童への対応などきめ細かな取組 

ア 児童虐待防止対策の充実 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（３）－ア－① 
新座市要保護児童対

策地域協議会 

要保護児童を支援するため、福祉・保健・医療・教
育・警察など関係機関が連携し、要保護児童対策地域
協議会を設置し、子どもや家族への援助の方法や対策
を協議し対応を図る。 

子ども家庭

応援室 
代表者会議２回（うち１回はCAP研修）、実務者会

議４回、個別ケース検討会議46回実施。 

１－（３）－ア－② 緊急一時保護 

緊急一時保護が必要な児童に対し調査を実施し、必
要と認められる場合、児童相談所に通告を行う。 

子ども家庭

応援室 

なんらかの理由で緊急一時保護が必要な児童に対し
調査を実施し、必要と認められる場合児童相談所に通
告した。 
保護件数44件 

１－（３）－ア－③ 
児童相談の充実（再

掲） 

家庭における適切な児童の養育と、養育に関連して
発生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福
祉に関して専門的に相談、指導に当たる。 

子ども家庭

応援室 

保育課 

電話又は来庁によって児童の相談を受けた。 
新規相談受付件数267件 

子ども家庭

応援室 
公立保育園の園長が、主に乳幼児の保護者の育児の

悩みや相談に応じた。 
平日の午後１時30分から４時に実施した。 

保育課 

１－（３）－ア－④ 
家庭児童相談室（再

掲） 

家庭における適切な児童の養育と、養育に関連して
発生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福
祉に関して専門的に相談・指導に当たる。 
さらに、必要があれば専門機関への紹介も行う。 

子ども家庭

応援室 家庭における適切な児童の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福祉
に関して相談を受けた。相談件数延べ2,810件 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（３）－ア－⑤ 
乳幼児相談の充実

（再掲） 

保健師と栄養士・歯科衛生士で実施しているが、利
用者が気軽に相談できるよう、利便性を考慮し、周知
方法等を工夫しながら推進する。 保健セン

ター 保健センターで、保健師・栄養士・歯科衛生士によ
り、月１回ずつ実施。 
電話での予約制で、延べ677人が来所した。 

１－（３）－ア－⑥ 
地域子育て支援拠点

事業（再掲） 

子育て家庭への集いの場の提供、交流の促進、子育
てに関する相談及び援助、地域の子育て情報の提供、
講習の実施等を行う「地域子育て支援センター」及び
「つどいの広場」を設置する。 

子ども家庭

応援室 

ＮＰＯ法人等に運営委託し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育園、栄保育園、旧大和田交番、
山びこ保育園、すぎのこ保育園、すこやか保育園、光
第二保育園、横田保育園）、つどいの広場を１か所（児
童センター内）に設置した。 
また、出前地域子育て支援センターを２か所（栗原

公民館、生涯学習センター）で実施した。 

１－（３）－ア－⑦ 
ＣＡＰプログラムの

実施 

いじめや虐待などの暴力から身を守る方法を実践
的に学ぶためのＣＡＰプログラムを実施する。 子ども家庭

応援室 新座市要保護児童対策地域協議会の構成員を対象に大
人向けＣＡＰ研修を実施。参加者26人。 

 

 

イ ひとり親家庭等の自立支援の推進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（３）－イ－① 児童扶養手当 

ひとり親家庭に対して、児童扶養手当の支給を行
う。 

児童福祉課 
ひとり親家庭等に対して、児童扶養手当の支給を

行った。なお、平成２２年８月から父子家庭も対象と
なった。 
受給者数  1,040人 
支給額   466,193,770円 

１－（３）－イ－② 
ひとり親家庭等医療

費 

ひとり親家庭に対して、医療費の支給を行う。 

児童福祉課 
ひとり親家庭等に対して医療費の支給を行った。 

支給件数 14,184件 
支給額  35,174,557円 

１－（３）－イ－③ 女性・母子相談 

女性・母子（ひとり親家庭含む）に関する相談に応
じ、助言指導や関係機関の紹介などを行う。 子ども家庭

応援室 
相談件数108件 

１－（３）－イ－④ 
母子生活支援施設入

所 

保護の必要が認められる（自立が困難等）母子家庭
又は母子に準じる家庭に対して入所を行う。 

子ども家庭

応援室 利用件数０件 

１－（３）－イ－⑤ 
ひとり親家庭児童就

学支度金（県事業） 

中学校に就学予定の児童を扶養するひとり親家庭
に対して、申請に基づき支給する。 子ども家庭

応援室 翌年度中学校に入学する児童に１万円の就学支度
金を支給する県の事業。30件に支給。 

１－（３）－イ－⑥ 
母子・寡婦福祉資金

貸付（県事業） 

母子家庭の母及び寡婦の経済的自立や、扶養してい
る子どもの福祉増進のために必要な資金の貸付を行
う。 子ども家庭

応援室 【実績】計 23件 
修学資金 10件、就学支度資金 ８件 
技能習得資金 ２件、生活資金 ３件 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（３）－イ－⑦ 
ＪＲ通勤定期乗車券

の割引制度 

児童扶養手当の受給世帯員に対し、ＪＲ通勤定期乗
車券の割引制度を利用する際に必要となる「特定者資
格証明書」及び「特定者用定期乗車券購入証明書」を
発行する。 

児童福祉課 
児童扶養手当の受給世帯員に対し、ＪＲ通勤定期乗

車券の割引制度を利用する際に必要となる「特定者資
格証明書」及び「特定者用定期乗車券購入証明書」を
発行した。 
発行件数 特定者資格証明書       18件 
     特定者用定期乗車券購入証明  59件 

１－（３）－イ－⑧ 
ひとり親家庭親子の

つどい 

ひとり親家庭に対してレクリエーションを実施し、
親子又はひとり親家庭の相互交流と親睦を図る。 子ども家庭

応援室 フライパンでできるピザ作りを実施。３家庭８人が

参加。 

１－（３）－イ－⑨ 
新座市母子・父子及

び寡婦福祉会事務局 

新座市母子・父子及び寡婦福祉会の活動を支援する。 子ども家庭

応援室 会の運営費補助として50,000円を支給した。 

１－（３）－イ－⑩ 

ひとり親家庭等児童

夜間養護事業（トワ

イライトステイ） 

父親や母親の帰宅が仕事などの都合で遅いため、夕
刻を一人で過ごしているような家庭の児童を夕方か
ら夜にかけて預かり、夕食や入浴を提供する。 子ども家庭

応援室 
協力（登録）家庭34世帯、委託２世帯３人 
利用日数 延べ250日 

１－（３）－イ－⑪ 
母子自立支援プログ

ラム策定事業 

児童扶養手当受給者の自立を促進するため、母子自
立支援プログラム策定員を設置し、個々の母子家庭の
実情に応じた自立支援プログラムを策定する。 
さらに、必要に応じ生活保護受給者等就労支援事業

を活用し、公共職業安定所等と緊密に連携しつつ、き
め細やかで確実な就業・自立支援を行う。 

子ども家庭

応援室 

母子自立支援プログラム策定件数 30件 

１－（３）－イ－⑫ 
母子自立支援教育訓

練給付 

雇用保険制度に基づく教育訓練給付を受ける資格
の無い母子家庭の母に対し、就職に必要な資格などを
得るための教育訓練講座受講費用の一部を負担する
ことによって資格取得を支援する。 

子ども家庭

応援室 
講座指定申請 ３件 
給付金支給  １件 

１－（３）－イ－⑬ 
母子家庭高等技能訓

練促進費等給付 

母子家庭の母の就労に直結する高等技能資格取得
を促進するため、２年以上養成機関などで修業する場
合に生活を支援する目的で促進費等を支給する。 

子ども家庭

応援室 
・訓練促進費支給件数 13件述べ141月 
・修了一時金支給件数 ２件 
（取得中の資格 看護師６件、准看護師１件、介護福祉
士３件、保育士１件、作業療法士１件、検査技師１件） 

 

ウ 障がいのある子どもへの施策の充実 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（３）－ウ－① 
乳幼児健康診査の充

実（再掲） 

乳幼児を対象に発育・発達状況の確認と疾病の早
期発見及び育児不安の軽減や解消を図るために実施
する。 

保健セン

ター 

保健センターを会場に、３～４か月児、９～10か
月児、１歳６か月児、３歳児を対象に健康診査を実
施した。回数は各健診２回／月の96回／年。受診者
は３～４か月児:1,362人（95.８％）、９～10か月
児 :1,389人（93.3％）、１歳６か月児 :1,381人
（95.8％）、３歳児:1,352人（90.８％）であった。
※（）内は受診率 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（３）－ウ－② 
家庭児童相談員の健

診事業等への参加 

１歳６か月児健診や３歳児健診の会場で発達や育
児の相談を受け、必要に応じ健診事後指導グループ
につなげたり、専門機関へ紹介を行うなど関係機関
と連携を図りながら支援を行う。 

子ども家庭

応援室 

１歳６か月健診、３歳児健診の発達相談事業へ参加し、
育児支援、相談活動、グループ指導への紹介を行った。 
また、ころころクラブ（１歳６か月児健診事後グ

ループ）への参加協力を行った。 
１歳６か月健診、３歳児健診年間各24回、ころこ

ろクラブ年間12回 

１－（３）－ウ－③ 
妊婦一般健康診査の

充実（再掲） 

妊婦一般健康診査の普及・徹底を図るため、契約
医療機関の拡大を推進する。 

保健セン

ター 

契約医療機関は県内275件（H22.12.16現在）、
県外1,827件（H22.12.16現在）の計2,102件。
契約助産所は29件。契約医療機関以外で妊婦一般健
康診査を受ける方には「助成金」の制度を案内し、
契約医療機関で受診した者と同様に負担の軽減を
図った。 

１－（３）－ウ－④ 定期健康診断事業 

市内小・中学校において、児童生徒の心と体につ
いて、健康観察、保健調査や健康診断等に基づく健
康相談などを通して、児童・生徒の健康の維持、増
進に努める。 

学務課 児童・生徒の健康診断（４月～６月）を実施した。 
23校。 
（身長・体重・座高・視力の測定及び学校医による内科・
歯科・耳鼻科・眼科の健康診断、尿検査、ぎょう虫検
査、脊柱側わん検診、心臓検診、結核検診、細菌検査） 

１－（３）－ウ－⑤ 

肢体不自由児通園施

設みどり学園、障が

い児通園施設わかば

学園の充実 

みどり学園、わかば学園の療育基盤整備を図り、
療育機能を充実する。 

障がい者福

祉課 
総合福祉センター建設の検討には至らなかった。 

わかば学園の療育を目的とした親子教室の平成22年
度の年間登録者数は、18人となっている。 

１－（３）－ウ－⑥ 
在宅福祉サービスの

推進 

障がい者ができる限り住み慣れた地域で生活でき
るよう、訪問介護等の在宅福祉サービスを更に充実
するとともに、地域での生活の充実や社会参加の促
進等の幅広い在宅福祉サービスを推進する。 

障がい者福

祉課 
障がい児に係るサービス利用は、居宅介護者８人、

短期入所者４人、児童デイサービス32人。 

１－（３）－ウ－⑦ 

障がい者医療とリハ

ビリテーションの充

実 

幼児期から成人期、高齢期にわたって地域の医科、
歯科医療ケア体制の充実と日常的な医学的リハビリ
テーション体制の整備を行うとともに、県総合リハ
ビリテーションセンター等の専門機関との情報交換
などのネットワークづくりを推進する。 

障がい者福

祉課 

重度障がい者医療の着実な実施に努めた。 

１－（３）－ウ－⑧ 
地域療育支援セン

ターの設置 

療育相談、指導訓練等が必要な児童を総合的に支援する地域療育支援
センターの設置について、広域的な視点で総合福祉セ
ンター内に併設整備を検討する。 障がい者福

祉課 総合福祉センター内に地域療育支援センターを設
置する計画であるが、センター建設の検討には至ら
なかった。 

１－（３）－ウ－⑨ 
保育・教育内容の充

実 

保育・教育・福祉・保健・医療の連携を更に強化
し、障がいのある子どもが地域の保育園、学校に通
い共に育ち、学ぶ環境の整備を人的支援と施設のバ
リアフリー化の両面から促進に努める。 
また、障がいや障がいのある子どもに対する教員

や職員の理解を深める研修会等の機会を増やす。 

教育相談セ

ンター 

教育総務課 

保育課 

障がい者福

祉課 
保育・教育・福祉・保健の連携をさらに強化し、

障がいのある子どもが地域の学校に通い共に育ち、
学ぶ環境の人的支援を促進した。また、障がいのあ
る子どもに対する教員や職員の理解を深める研修会
等を実施した。 

教育相談セ

ンター 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

トイレのバリアフリーに係る改修を４校行った（片
山小学校、第四小学校、新座中学校、第二中学校屋内
運動場）。 
 エレベーター設置工事を２校行った（第二中学校、
第六中学校）。平成21年度からの繰越事業。 

教育総務課 

障がい者福祉課や保健センター等と連携し、保育
に欠け、かつ集団保育が可能な障がい児童の保育園
入園をサポートした。また、障がい児保育の充実を
図るため障がい児保育研究会を設置し、定例会や講
演会を実施した。 

保育課 

新座市地域自立支援協議会において部会を通じて、
ネットワークの構築等に向けた協議を行った。 

障がい者福

祉課 

１－（３）－ウ－⑩ 
保育・教育相談窓口

の整備（再掲） 

教育相談センターでは、障がいのある子どもの早
期からの教育相談体制など、より気軽に相談できる
体制の整備充実を図る。 
また、福祉事務所や保健センター等の関係機関の

相談機能を強化するとともに各機関が連携し、適切
な相談活動ができるよう努める。 

障がい者福
祉課 
生活福祉課 
子ども家庭
応援室 
教育相談セ
ンター 

引き続き新座市地域自立支援協議会における部会
等を通じて、地域の関係機関によるネットワークの構
築等に向けて協議した。 

障がい者福

祉課 

各関係機関と連携を取って適切な相談活動ができ
るよう努めた。 生活福祉課 

子ども家庭応援室（家庭児童相談室を含む）では、
適切な相談活動ができるように、障がい者福祉課、保
健センター、教育相談センター等と連携を図り、相談
機能の強化を図った。 

子ども家庭

応援室 

障がいのある子どもの早期からの教育相談体制な
ど、より気軽に相談できる体制の整備充実を図った。
また、関係機関と連携し、適切な相談活動ができる
よう努めた。 

教育相談セ

ンター 

１－（３）－ウ－⑪ 障がい児保育の充実 

障がいのある子どもの中で、発達のために集団保
育が必要とされる子どもを保育する障がい児保育の
充実を図る。 保育課 
発達のために集団保育が必要となる障がいを持つ

子どもの保育の充実を図った。 

１－（３）－ウ－⑫ 障がい児保育研究会 

障がい児保育をめぐる諸問題を研究協議し、障が
い児保育を推進する。 

保育課 
障がい児保育をめぐる諸問題を研究協議し、共通

認識を保ち、障がい児保育の推進に努めた。 

１－（３）－ウ－⑬ 介助員制度 

肢体の不自由等で車椅子を使用する児童生徒に対
して、学校生活を円滑に送るために介助員を配置す
る。 

教育相談セ

ンター 
肢体不自由等で車椅子を使用する児童生徒に対し

て、学校生活を円滑に送るために介助員を配置した。 
介助員 20人 
 

１－（３）－ウ－⑭ 
巡回相談カウンセ

ラー制度 

通常の学級に在籍している特別な教育的支援を必
要とする児童生徒の支援について指導及び助言する
巡回相談カウンセラーを学校に派遣する。 

教育相談セ

ンター 

通常の学級に在籍している特別な教育的支援を必
要とする児童生徒の支援について指導及び助言する
巡回相談カウンセラーを学校に派遣した。 
巡回相談カウンセラー ９人 
派遣回数    計 31回 
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（４）地域における子育て支援のネットワークづくり 

ア 子育てにかかわるすべての人の多様な活動の支援 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（４）－ア－① 
子育てサークル等へ

の活動の支援 

公民館、児童センター、集会所などにおいて、子育

てサークル等の活動する機会や場所の提供を行う。 

子ども家庭

応援室 

中央公民館 

コミュニ

ティ推進課 

地域子育て支援センターやつどいの広場において
サークルの育成支援及び活動支援を実施した。 

子ども家庭

応援室 
子育てサークル等の活動する機会や場所の提供を

行った。 中央公民館 

市内３８か所の集会所を利用に供した（石神三丁目
集会所については、建替に伴う解体により、１月以降
利用不可となった。また、建て替えられた片山集会所
については、２月から供用を開始した。）。 

コミュニ

ティ推進課 

１－（４）－ア－② 
元気の出るまちづく

り出前講座 

市民の求めに応じ、市民が主催する集会等に市職員
が講師として出向き、市政の説明、職員の専門知識を
生かした講義を行い、サークル活動等を支援する。 

生涯学習課 
66講座でメニューを組み実施したところ、市内活動

団体から168件の申込みがあり、講座全体として
11,276人の参加があった。 

１－（４）－ア－③ 

パパ・ママ応援

ショップ事業（県事

業） 

妊娠中又は中学生までの子どもがいる家庭に対し
て、協賛店舗で商品割引等の優待が受けられる優待
カードを配布するとともに、事業に協力をする協賛店
舗の受付を行う。 

子ども家庭

応援室 

妊娠中又は中学生までの子どもがいる家庭に対し
て、協賛店舗で商品割引等の優待が受けられる優待
カードを子ども家庭応援室、保健センター、公民館等
で配布した。また、事業に協力をする協賛店舗の受付
を行った。 
平成22年度カード配布枚数：1642枚 

１－（４）－ア－④ 
子育てＮＰＯの活動

支援 

ＮＰＯ法人の活動を活性化するため、活動の場を提
供するとともにＮＰＯ活動への市民の理解を深める
ための情報提供を行う。 
また、分野の異なる団体同士の相互交流を実施して

いく。 

子ども家庭

応援室 

コミュニ

ティ推進課 

子育て支援に関するＮＰＯ法人２団体に、地域子育て
支援センター等の運営を委託し、活動支援を行った。 

子ども家庭

応援室 
ＮＰＯ法人設立に当たっての手続などの情報提供

を行った。 
子育てＮＰＯの活動の場として、市内38か所の集

会所及びふれあいの家の会議室等を貸し出した。 

コミュニ

ティ推進課 

１－（４）－ア－⑤ 
ボランティア活動の

支援 

ボランティアや地域活動を行う市民の支援とボラ
ンティア等に関する情報提供を行う。 

コミュニ

ティ推進課 

ボランティアをはじめとする公益的な活動を行う市
民や団体が、万が一活動中に事故を起こした場合に、
当該事故を補償する市民公益活動補償制度の運用を
行った。 
また、ボランティア活動への関心や理解を高めるた

め、広報にいざ、市ホームページ、「にいざの地域だ
より」等の媒体を用いて、効果的に情報発信を行った。 
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イ 地域における子育て支援のネットワークの発展 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（４）－イ－① 

新座市子育て支援

ネットワーク推進委

員会 

家庭教育及び地域での子育て支援を図るために家
庭・学校・幼稚園・保育園・子育てサークル・関係機
関・関係団体などによる子育てネットワークを形成
し、様々な事業を実施し、市内の子育て支援体制を整
備する。 子ども家庭

応援室 家庭教育及び地域での子育て支援を図るために保
育園、幼稚園、学校、子育て支援関係機関等から成る
子育て支援ネットワーク推進委員会（委員12人）を設
置し、子育てに関する様々な事業の企画、立案等を行
う。会議開催回数：年３回 

１－（４）－イ－② 
各子育て支援サービ

ス間の連携 

各子育て支援サービス間で連携を図り、きめ細かな
子育て支援サービス・保育サービスを効果的・効率的
に提供するとともに、サービスの向上を図る。 

子ども家庭

応援室 
新座市子育て支援ネットワーク推進委員会におい

て、子育て支援ネットワーク事業、保育、幼児教育、
学校教育、家庭教育、大学、保健事業、家庭児童相談
事業等の連携を図った。 

１－（４）－イ－③ 
子育てＮＰＯの活動

支援（再掲） 

ＮＰＯ法人の活動を活性化するため、活動の場を提
供するとともにＮＰＯ活動への市民の理解を深める
ための情報提供を行う。 
また、分野の異なる団体同士の相互交流を実施して

いく。 

子ども家庭

応援室 

コミュニ

ティ推進課 

子育て支援に関するＮＰＯ法人２団体に、地域子育て
支援センター等の運営を委託し、活動支援を行った。 

子ども家庭

応援室 

を行った。 
子育てＮＰＯの活動の場として、市内38か所の集

会所及びふれあいの家の会議室等を貸し出した。 

コミュニ

ティ推進課 

１－（４）－イ－④ 
新座市要保護児童対

策地域協議会（再掲） 

要保護児童を支援するため、福祉・保健・医療・教
育・警察など関係機関が連携し、要保護児童対策地域
協議会を設置し、子どもや家族への援助の方法や対策
を協議し対応を図る。 

子ども家庭

応援室 
代表者会議２回（うち１回はCAP研修）、実務者会

議４回、個別ケース検討会議46回実施。 

ウ 子育て中の多様な親子の交流促進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（４）－ウ－① 
地域子育て支援拠点

事業（再掲） 

子育て家庭への集いの場の提供、交流の促進、子育
てに関する相談及び援助、地域の子育て情報の提供、
講習の実施等を行う「地域子育て支援センター」及び
「つどいの広場」を設置する。 

子ども家庭

応援室 

ＮＰＯ法人等に運営委託し、地域子育て支援セン
ターを８か所（新堀保育園、栄保育園、旧大和田交番、
山びこ保育園、すぎのこ保育園、すこやか保育園、光
第二保育園、横田保育園）で実施した。ＮＰＯ法人に
運営委託し、つどいの広場を１か所（児童センター内）
に設置した。 
また、出前地域子育て支援センターを２か所（栗原

公民館、生涯学習センター）で実施した。 

１－（４）－ウ－② 

子育て支援ネット

ワーク事業「子育て

支援交流事業」、「地

域交流事業」の実施 

子育て支援交流事業では、乳幼児を持つ親が子ども
と共に集い、子育てに関する喜びや悩みを共有し合
い、子育てサポーターからアドバイスを受けながら手
遊びなどで楽しい時間を過ごす「子育てサロン」「ス
テップ・サロン」を開設する。 
地域交流事業では、関係団体・機関を招き子育てに

関する情報交換、運動会、アトラクションなどを実施
する「子育てネットワークフェスティバル」を開催する。 

子ども家庭

応援室 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

（子育てサロン） 
子育てサロンは、２か所の社会教育施設（参加親子

157組）で、ステップ・サロンは、１か所の社会教育
施設（参加親子107組）で実施した。 
（子育てネットワークフェスティバル） 

10月に「なかよしうんどうかい」を開催した。参加
親子100組。 
３月に「春色コンサート」を開催。参加親子62組。 

１－（４）－ウ－③ 
“すぐそこ新座”春

まつり 

菜の花まつり、にいざシティウォーキング、森の音
楽会など、春のイベントを統合したイベントとして開
催する。 

観光都市づ

くり推進室 

菜の花まつり、朝霞法人会うどんまつり、にいざシ
ティウォーキング等の春季のイベントを統合し、各種
体験イベント、子育て支援団体やＮＰＯ法人による
ブース、ダンスサークルの子どもたちが出演するイベ
ントを開催した。 

１－（４）－ウ－④ 
“すぐそこ新座”ひ

まわりまつり 

本多の森お花畑におけるヒマワリの開花時期に合
わせ、ヒマワリ迷路、はしご車体験、写生教室などの
イベントを開催する。 

観光都市づ

くり推進室 
本多の森お花畑におけるヒマワリの開花時期に合

わせて、ヒマワリ畑迷路でのスタンプラリー、シャボ
ン玉シャワー、ヒマワリの花摘み、子ども写生教室及
びクラフト教室等のイベントを開催した。 

 

 

 

（５）子育て支援のためのＩＣＴ活用 

ア ＩＣＴを含む子育て情報の提供 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（５）－ア－① 

子育て支援ネット

ワーク事業「子育て

情報提供事業」の実

施 

子育て中の親が必要な様々な情報（子育て支援サー
ビス、公共施設案内、幼稚園・保育園情報等）を収集
し、編集した「子育て情報誌」「子育て通信」を発行
する。 
また、上記紙面の内容をホームページに掲載する。 

子ども家庭

応援室 ＮＰＯ法人に事業委託し、実施した。 
子育て情報誌：年間１回 4,000部 
子育て通信  ：年間２回 6,000部 
また、市ホームページに掲載した。 

１－（５）－ア－② 
「民生委員・児童委

員だより」の配布 

民生委員・児童委員（主任児童委員含む）の活動内
容（子育て支援ほか）の紹介の便りを委員が担当地域
内の各家庭を訪問配布し、地域への周知を図る。 生活福祉課 
民生委員が各担当区域の中で、必要に応じ民生委

員・児童委員だよりを配布した。 

１－（５）－ア－③ 
子育てバリアフリー

情報の提供 

乳幼児を連れて外出する際の遊び場、授乳コー
ナー、子ども連れに優しいトイレの設置場所などを示
した子育てバリアフリー情報を提供する。 子ども家庭

応援室 子育てバリアフリーマップの要素を取り入れた「子
育て情報誌」を4,000部作成し発行した。 

１－（５）－ア－④ 

インターネット等を

利用した子育て情報

の提供 

子育て関連情報を一元化し、いつでもどこからでも
情報が得られるよう、インターネットでの情報提供事
業を行う。 

子ども家庭

応援室 市のホームページを通じて子育て情報の提供を
行った。 
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イ 子どもの情報モラル教育の推進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

１－（５）－イ－① 
情報モラル教育の推

進 

小・中学校において、情報モラル教育を推進する。 
指導課 小・中学校において情報モラル教育を年間指導計画

に位置づけるよう働きかけた。 

１－（５）－イ－② 情報教育の推進 

子どもの情報活用能力を育成するメディアリテラ
シー教育の実施とともに、情報機能のネットワーク化
を図る。 

指導課 
児童生徒の情報活用能力を育成することを目標に、

全小中学校に1人ずつコンピュータ指導員を配置し、
その活用を図る授業実践を推進した。 

１－（５）－イ－③ 
教育インターネット

環境の充実 

小・中学校間のみならず他の教育機関も含めたイン
ターネット環境を整備することで、教育指導や授業方
法等の充実を図る。 

教育総務課 
ＫＤＤＩ（ＶＰＮ）を使用してインターネット通信

を行う。 
教育委員会→教育ネットワーク通信料 
小・中学校→教育ネットワーク通信料（小・中学校23件） 
教育相談室→教育ネットワーク通信料（教育相談室） 

１－（５）－イ－④ 
コンピュータ教育の

充実 

情報化の進展に対応した学習環境を推し進めるた
め、小・中学校の授業等に校内ＬＡＮを活用し、より
わかりやすい授業を実施する。 

教育総務課 賃貸借契約によりコンピュータ整備を継続した。 
・市立大和田小学校外9校教育コンピュータ・ＬＡN賃
貸借契約 外２件 
・市立各中学校教育コンピュータ・ＬＡN賃貸借 
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２ 働きと子育ての調和を応援するために 

 

（１）保育・放課後児童保育サービスの充実 

ア 保育サービスの充実 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

２－（１）－ア－① 保育園の運営 

保護者の労働又は疾病等により、家庭において当該
児童を保育することができないと認められる場合に
保護者に代わり、保育園での保育を実施する。 

保育課 
保護者の就労又は、疾病等により、家庭において児

童を保育することができないと認められる場合に、保
護者に代わり保育園での保育を実施した。 

２－（１）－ア－② 保育園の新設 

保育需要が高い地域に保育園を建設し、入所待機児
童の解消を図る。 

保育課 
保育需要の高い地域に新設する法人保育園建設につ

いて、補助金を支出し入所児童の解消を図った。 

２－（１）－ア－③ 保育園の建替え 
老朽化した保育園を順次建て替える。 

保育課 平成23年度に行う市立西堀保育園建替えのための
設計を実施。 

２－（１）－ア－④ 
育休明け入所予約事

業 

育児休業明けにスムーズな入所が図れるよう、入所
予約の導入を実施する。 

保育課 
育児休業明けにスムーズな入所が図れるよう、入所

予約の導入を継続検討した。 

２－（１）－ア－⑤ 病後児保育の充実 
病気の回復期にある子どもの保育体制を充実する。 

保育課 法人保育園１園で実施した。 
平成22年度延べ利用児童数40人 

２－（１）－ア－⑥ 休日保育の充実 

休日の保育の需要に対応するため、法人保育園で実
施する。 

保育課 
法人保育園１園で実施した。 

平成２２年度延べ利用児童数252人 

２－（１）－ア－⑦ 時間延長保育の充実 

保護者の就労形態の多様化に対応するため、通常の
開所時間を超えて保育を行う。 

保育課 
市内全園（公立７園、法人15園）で実施した。 

２園17:00～20:00  20園17:00～19:00 

２－（１）－ア－⑧ 夜間保育の検討 

保護者の就労などにより、夜間の保育を必要とする
子どものために夜間保育の実施を検討する。 

保育課 
保護者の就労等により、夜間の保育園を必要とする

子どものために夜間保育の実施を検討した。 

２－（１）－ア－⑨ 特定保育の充実 

保護者の就労などにより家庭での保育が困難な児
童に対して、週２、３日又は午前か午後のみ等の柔軟
な保育を行う特定保育を実施する。 

保育課 
保護者の就労などにより、家庭での保育が困難子ど

もに対して、週２、３日又は午前か午後のみ等の柔軟
な保育を行う特定保育を実施した。 
平成２２年度延べ利用日数6,294日 
 

２－（１）－ア－⑩ 
一時保育の充実（再

掲） 

非定型的保育サービス・緊急保育サービス等、多様
な保育サービスの拡充を検討し、推進する。 

保育課 
非定型的保育サービス、緊急保育サービス等、多様

な保育サービスの拡充を検討し、推進した。 
平成２２年度延べ利用日数5,328日 
延べ11,623人（公立保育園１園、法人保育園11園） 

２－（１）－ア－⑪ 産休明け保育の充実 

出産後の養育者の就労と子育ての両立支援を図る
ため、産休明け保育事業の充実を図る。 

保育課 出産後の養育者の就労と子育ての両立支援を図る
ため、産休明け保育事業を実施した。 
 



 

23 

 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

２－（１）－ア－⑫ 
障がい児保育の充実

（再掲） 

障がいのある子どもの中で、発達のために集団保育
が必要とされる子どもを保育する障がい児保育の充
実を図る。 

保育課 
障がいのある子どもの中で、発達のために集団保育

が必要とされる子どもを保育する障がい児保育の充
実を図った。 

２－（１）－ア－⑬ 
保育園における幼児

教育の充実 

保育園から小学校の教育へ円滑に移行できるよう、
保育園における幼児教育の充実を図る。 

保育課 
保育園から小学校の教育へ円滑に移行できるよう、

保育園における幼児教育の充実を推進した。 

２－（１）－ア－⑭ 
幼稚園長時間預かり

保育補助事業（再掲） 

保育園の待機児童解消、子育て家庭の就労機会拡大
のため、幼稚園教育時間の前後や春季･夏季及び冬季
休園時に預かり保育を実施する市内私立幼稚園に対
し人件費等の補助を行う。 保育課 

幼稚園２園で実施した。平成２２年度延べ利用児童
数６９２人 

２－（１）－ア－⑮ 
幼保小交流研修会の

充実 

幼稚園・保育園と小学校の職員が一堂に会して円滑
な移行や卒園までの達成目標等について協議する等
の研修を行う。 
また、近隣の小学校に卒園前の園児が訪問する交流

体験を行う。 

指導課 

子ども家庭

応援室 

保育課 

幼稚園（12園）・保育園（22園）と小学校（17校）
の職員が一堂に会して円滑な移行や卒園までの達成
目標等について協議する等の研修（幹事会２回、全体
研修会２回、小学校ブロック毎の交流会及び打合会複
数回）を行った。また近隣の小学校ブロック毎に園児
及び小学生、職員間の相互交流を行い幼稚園や保育園
から小学校への円滑なつながりが図れるようにした。 

指導課 

幼保小連携推進協議会の幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修等の推進に協力した。 

子ども家庭

応援室 
小学校教職員や保育士等が協力し、小学校教育への

移行や卒園までの達成目標等について協議する等の
研修を行った。また、卒園前の園児が近隣の小学校を
訪問して交流体験の実施をした。 

保育課 

２－（１）－ア－⑯ 
家庭保育室委託事業

の充実 

保護者の就労・疾病等により、保育に欠ける乳幼児
の保育業務を保育室に委託し、実施する。 

保育課 

保護者の就労・疾病等により、保育に欠ける乳幼児
の保育業務を保育室に委託し、実施した。 
また、家庭保育室を利用する保護者の負担を少なくす
るため、保育料の軽減の拡大を図った。 
市内保育室15か所 市外保育室５か所 
平成22年度利用乳幼児数 225人 

 

イ 放課後児童保育サービスの充実 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

２－（１）－イ－① 
放課後児童保育室事

業の充実（再掲） 

保護者の就労等により、放課後の家庭が常時留守に
なっている児童を対象にした放課後児童保育室の充
実を図る。 

保育課 保護者の就労・疾病等により、放課後の家庭が常時
留守になっている児童を対象にした放課後児童保育室
の充実を図った。放課後保育室17か所  
平成22年度３月の在籍児童数 1,107人 
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ウ サービスの質の確保 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

２－（１）－ウ－① 
保育サービスに係る

情報提供 

保育サービスの利用者による選択や質の向上のため
に、保育サービスに関する積極的な情報提供を行う。 

保育課 
保育サービスの利用者による選択や質の向上のた

めに、保育サービスに関する積極的な情報提供を行っ
た。 
市ホームページや市民便利帳及び市広報紙への掲

載、また、市役所窓口や電話等で随時案内を行った。 

２－（１）－ウ－② 
サービス評価の仕組

みの導入・実施 

保育サービスの評価等の仕組みの導入・実施につい
て取組を進める。 

保育課 
福祉施設第三者評価の成果・結果の採用に努めた。 

 

（２）仕事と子育ての両立の推進 

 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

２－（２）－① 

ファミリー・サポー

ト・センター事業（再

掲） 

保育等の援助を受けたい人と行いたい人を会員と
する組織により、保育園への送迎、一時的な預かり等
育児についての助け合いを行う。 

子ども家庭

応援室 
入会説明会３回、講習会９回、交流会４回実施。 

【登録者数】計945人（利用会員680人、協力会員165
人、両方会員100人） 
【援助活動実績】5,914件 

２－（２）－② 

保育サービス及び放

課後児童健全育成事

業等の充実 

保育サービス及び放課後児童健全育成事業等の充
実により、仕事と子育ての両立支援を図る。 

保育課 
保育サービス及び放課後児童健全育成事業等の充

実により、仕事と子育ての両立支援に努めた。 

２－（２）－③ 労働時間の短縮 

女性と男性の労働者が職業生活と家庭生活及び地
域活動に共に参加することができるように、事業所に
対して労働時間短縮への啓発を実施する。 
また、ノー残業デーの推進を図る。 

経済振興課 

人事課 

商工会を通じて事業所及び従業員に対し広報やポ
スターで啓発を行った。 経済振興課 

各課の残業時間の状況を四半期に一度幹部連絡会議
に報告し、その際、残業の短縮を呼び掛けた。 
また、四半期に一度（水曜日）に、人事課職員が教

育委員会を除く本庁舎及び第二庁舎の各課（教育委員
会を除く）を巡回し、ノー残業デーの実施状況を集計
するとともに、ノー残業デー実施の呼び掛けを行った。 

人事課 

２－（２）－④ 
男性の育児休業取得

の推進 

男性の育児休業取得を推進するため、事業所及び従
業員に対して啓発を行う。 

経済振興課 

人事課 
商工会を通じて事業所及び従業員に対し広報やポ

スターで啓発を行った。 経済振興課 

「職員の子育て応援ハンドブック（改訂版）」を配
布するとともに、集合研修において、子育て中及び子
どもが生まれる予定の男性職員を対象とした「イクメ
ン講座」を開催し、配布資料及び講義の中で育児休暇
制度の説明及び取得の啓発を行った。 

人事課 
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（３）男性を含めた働き方の見直しと男性の子育て参加の促進 

ア 男性を含めた働き方の見直し 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

２－（３）－ア－① 
男性の育児休業取得

の推進（再掲） 

男性の育児休業取得を推進するため、事業所及び従
業員に対して啓発を行う。 

経済振興課 

人事課 
商工会を通じて事業所及び従業員に対し広報やポ

スターで啓発を行った。 経済振興課 

「職員の子育て応援ハンドブック（改訂版）」を配
布するとともに、集合研修において、子育て中及び子
どもが生まれる予定の男性職員を対象とした「イクメ
ン講座」を開催し、配布資料及び講義の中で育児休暇
制度の説明及び取得の啓発を行った。 

 

人事課 

２－（３）－ア－② 
男女共同参画意識の

啓発 

就業の場における男女共同参画意識の醸成と浸透
を図るため、事業所に対して啓発を行う。 
また、男女共同参画に関する諸情報を提供するとと

もに、市民の意識高揚と理解を図るため講座や講演会
等を開催する。 

コミュニ

ティ推進課 

男女共同参

画推進プラ

ザ 
・後期初任者研修において、男女共同参画に係る講義
を行った。（平成22年11月） 

・国際ソロプチミスト志木に協力し、ＤＶ防止に係る
街頭啓発活動を実施した。（平成22年11月） 

・人権問題講演会において、ＤＶ防止に係る啓発パン
フレットを配布した。（平成22年12月） 

・指名業者登録を申請する事業所に対し、男女共同参
画推進に関するアンケート調査を実施した。また、併
せて資料等を配布し、事業所における男女共同参画意
識の向上に努めた。（平成23年１月～２月） 
広報にいざの特集ページとして、男女共同参画情報

紙ＦｏｒＹｏｕ10月号（第31号）３月号（第32号）
を掲載。また、男女共同参画に関する情報収集と提供、
関連する講座、講演会を開催した。 

 

人権推進課 

広報にいざの特集ページとして、男女共同参画情報
誌ＦｏｒＹｏｕ10月号（第31号）3月号（第32号）
を掲載。また、男女共同参画に関する情報収集と提供、
関連する講座、講演会を開催した。 

男女共同参

画推進プラ

ザ 

２－（３）－ア－③ 働き方の見直し 

市民に対しワーク・ライフ・バランスの考え方につ
いて、積極的な広報・啓発活動を行う。 

経済振興課 
商工会を通じて事業所及び従業員に対し広報やポ

スターで啓発を行った。 

 

イ 男性の子育て参加の促進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

２－（３）－イ－① 父子手帳の配布 

妊娠、出産、育児に対する心構え、協力の仕方など
父親向けの育児情報を提供する。 

保健セン

ター 
父親に対し、必要な育児知識の普及を図るととも

に、積極的な育児参加を促すため、妊娠届出時、パパ
ママ学級などで希望者に配布した。配布数636冊。 

２－（３）－イ－② 
育児学級・パパママ

学級への参加啓発 

夫婦が協力して出産、育児に臨めるよう父親の参加
を促進するとともに、父親が積極的に参加できるよう
講座内容を検討する。 

保健セン

ター 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

パパママ学級：3回コースと1回コースの父親の参加
は延べ213人であった。 
育児学級：父親の参加は延べ47人であった。 

２－（３）－イ－③ お父さん応援隊事業 

父親の子育てへの意識啓発を図ることを目的に会
議や事業の企画・運営を行う。 

子ども家庭

応援室 

父親の子育てへの意識啓発を図ることを目的に会議
や事業の企画・運営を行った。 
お父さん応援会議：委員８人、会議開催回数３回 
実施事業 
・産業フェスティバルこどものひろば「手作りおも

ちゃで遊ぼう」（10月） 
・お父さんと一緒に、ふれあいウォーク（11月） 
・お父さん応援隊写真展（平成23年１月～２月） 

２－（３）－イ－④ 
お父さんの読み聞か

せ講座 

家庭でお父さんが子どもに行う読み聞かせの入門
講座を開催する。 

中央図書館 
お父さん歓迎！大人のための読み聞かせ講座「読ん

でもらうということ」10月31日（日）午前10時30
分～正午。午後2時から講師による読み聞かせパ
フォーマンスも実施。会場：中央図書館。講師：「聞
かせ屋。けいたろう」・河野文彦。参加者27人 

 

 

（４）子育て中の親の就職支援 

 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

２－（４）－① 求人情報相談の充実 

身近に求人情報が得られるように情報提供システ
ムの充実を図る。 
また、女性、高齢者、障がい者などの就業機会の確

保を図るため、ハローワークとの連携を密に、女性職
業サービスルーム等の相談業務の活用を促進する。 

経済振興課 

就労支援セ

ンター 

「新座市ふるさとハローワーク」において、朝霞公
共職業安定所（ハローワーク）と連携しながら、若年
者等を含む一般職業相談及び職業紹介を実施し、雇用
の促進を図った。 
・就業件数 484人 

経済振興課 

障がい者の就労機会の確保を図るため、ハローワー
ク、埼玉県障害者雇用サポートセンター、４市障がい
者就労支援センター、障害者就業・生活支援センター
かわごえ及び地域振興センターとの連携を図り、年４
回の就労支援活動を実施した。 

就労支援セ

ンター 

２－（４）－② 内職相談事業 

家庭外で働くことが困難な市民で、内職を希望する
者に対し、内職に関する相談及び内職のあっせんを行
い、もって市民の福祉を増進する。 経済振興課 

窓口案内件数254件 

２－（４）－③ 
資格・技能情報の収

集と提供 

適性に見合った職業選択、有効な資格や技能の取得
ができるよう、情報収集し市民に提供する。 

経済振興課 

子ども家庭

応援室 
関係機関と連携し講習会や若年者を含む就職支援セ

ミナーを開催した。 
・平成22年７月８日（受講者 13人）、平成22年10
月29日（受講者 ５人）、平成22年11月11日実施
（受講者 ７人） 

経済振興課 

母子家庭の母から資格や技能修得等に関する相談が
あった際には、助言指導や関係機関の案内や、情報提
供を実施。 

子ども家庭

応援室 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

２－（４）－④ 

職業能力開発のため

の講座・講習会の充

実 

商工会及び事業所との連携を推進し、各種講習会を
開催する。 
また、公民館等においてパソコン講習会等を実施す

る。 
さらに、市内の大学、専門学校等と連携し、講座・

講習会を実施する。 

経済振興課 

生涯学習課 

中央公民館 

関係機関と連携し講習会や若年者を含む就職支援
セミナーを開催した。また、新座市勤労青少年ホーム
において、パソコン講座、英会話講座等、職業能力開
発に寄与する講座を実施した。 

経済振興課 

 市内専門学校に委託し、全６回のパソコン（アクセ
ス）講座を開催。20人の参加があった。（定員20人。） 生涯学習課 

○中央公民館 
   パソコンサロン（31回・290人）、はじめてのパソ
コン「ワード入門」（4回・57人）、パソコン指導者
養成講座（１回・１5人）、初心者のための
PowerPoint講座（２回・25人） 

〇野火止公民館 
  パソコン教室①（4回・54人）、パソコン教室②（4
回・延べ54人）、パソコン教室（１回・14人） 

○栄公民館 
  パソコンサロン（1１回・70人）、ステップアップ
楽しいパソコン講座（１回・10人） 

中央公民館 

２－（４）－⑤ 
転職・再就職講座の

開催 

転職や再就職を円滑に進めるため、労働関係機関等
と連携しながら、適性の発見や能力開発のための講座
を開催する。 

経済振興課 

中央公民館 

関係機関と連携し就職支援セミナーや就労相談を
開催した。 経済振興課 

事業無し 中央公民館 

２－（４）－⑥ 再雇用制度の普及 

再雇用を進めるため、事業所に対して再雇用制度の
普及啓発をする。 

経済振興課 
商工会を通じ事務所に対しポスター等で再雇用制

度の普及啓発を行った。 

２－（４）－⑦ 
国・県の機関との連

携 

労働関連法規や処遇の改善等を身近に相談できる
窓口の紹介と周知を図る。 

経済振興課 
国・県などの就労相談コーナーを紹介し雇用機会拡

充に努めた。 

２－（４）－⑧ 
母子自立支援プログ

ラム策定事業（再掲） 

児童扶養手当受給者の自立を促進するため、母子自
立支援プログラム策定員を設置し、個々の母子家庭の
実情に応じた自立支援プログラムを策定する。 
さらに、必要に応じ生活保護受給者等就労支援事業

を活用し、公共職業安定所等と緊密に連携しつつ、き
め細やかで確実な就業・自立支援を行う。 

子ども家庭

応援室 

母子自立支援プログラム策定件数 30件 

２－（４）－⑨ 
母子自立支援教育訓

練給付（再掲） 

雇用保険制度に基づく教育訓練給付を受ける資格
の無い母子家庭の母に対し、就職に必要な資格などを
得るための教育訓練講座受講費用の一部を負担する
ことによって資格取得を支援する。 

子ども家庭

応援室 
講座指定申請 ３ 
給付金支給  １件 

２－（４）－⑩ 

母子家庭高等技能訓

練促進費等給付（再

掲） 

母子家庭の母の就労に直結する高等技能資格取得
を促進するため、２年以上養成機関などで修業する場
合に生活を支援する目的で促進費等を支給する。 

子ども家庭

応援室 
・訓練促進費支給件数 13件述べ141月 
・修了一時金支給件数 ２件 
（取得中の資格 看護師６件、准看護師１件、介護福祉
士３件、保育士１件、作業療法士１件、検査技師１件） 
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３ 子どもがいきいきと育ち、親が学び高まることを応援するために 

 

（１）子どもの豊かな心と体の育みの支援 

ア 子どもの豊かな心を育むための取組 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（１）－ア－① 
総合的な学習の時間

の支援 

新学習指導要領による総合的な学習の時間の活動
を支援する。 指導課 

平成20年度に事業終了。 

３－（１）－ア－② 教育副読本の整備 

小学校社会科副読本、中学校社会科地域教材、道徳
郷土資料集の作成等を行う。 
また、体育副読本の整備を通して、児童・生徒の体

育に関する基礎技能の定着及び体力向上を図る。 
指導課 

小学校社会科副読本、中学校社会科地域教材、道徳
郷土資料集の作成等を行った。また中学校においては
体育副読本の整備を通して、生徒の体育に関する基礎
技能の定着及び体力向上を図った。 

３－（１）－ア－③ 
教育資料の整備・活

用 

教育情報に関する資料室を整備し、各校での研究成
果や、発表等について情報収集するとともに、冊子や
書籍等を整備する。 
また、インターネットで各校と接続し、資料の共有

化を図る。 
指導課 

各校での研究成果や、発表等について情報収集する
とともに、冊子や書籍等の整備を進めた。 

３－（１）－ア－④ 

学校サポート推進事

業（キャリア教育職

場体験） 

キャリア教育の視点である、「生きること、学ぶこ
と、働くこと」の大切さを学習する機会とするため、
全中学校の２年生が３日間、地域の中で様々な社会体
験活動に取り組む。 

指導課 
キャリア教育の視点である、「生きること、学ぶこ

と、働くこと」の大切さを学習する機会とするため、
全中学校の２年生が３日間、地域の中で様々な社会体
験活動に取り組んだ。新座中201人、第二中286人、
第三中197人、第四中173人、第五中210人、第六
中190人。 

３－（１）－ア－⑤ 地域ふれあい講演会 

学校と地域が連携し多様な体験を持つ方に講演を
頂き、中学生に豊かな心を育むとともに広い意味での
進路指導を行う。 

指導課 全中学校が講演会を実施した。 
新座中11月22日（月） 第二中10月30日（土） 
第三中11月５日（金）  第四中10月19日（火） 
第五中11月22日（月） 第六中12月３日（金）。 

３－（１）－ア－⑥ 
小学校第１学年副担

任事業 

児童の基本的な学習指導や生活習慣の確立を図る
ため、市内17小学校に第１学年の学級担任の補助とし
て副担任を配置する。（児童数及び学校の状況により
配置人数の変動がある。） 

学務課 

小学校第１学年に９人の副担任を配置した。 

３－（１）－ア－⑦ 国際理解教育の推進 

地域の外国人との交流を通して、異文化理解を深め
るとともに、コミュニケーション能力の育成を図る。 

指導課 
地域の外国人との交流を通して異文化理解を深める

とともに、コミュニケーション能力の育成を図った。
市内全小・中学校を対象に1クラスに対して年間35時
間の「英会話の時間」を実施した。 

３－（１）－ア－⑧ 環境教育の推進 

自然保護やリサイクルなどの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境やアメニティに配慮するなどの
環境教育を推進する。 

指導課 
自然保護やリサイクルなどの資源の再利用につい

ての理解を深め、環境やアメニティに配慮するなどの
環境教育を推進した。 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（１）－ア－⑨ 
学校ふるさと構想の

推進 

子どもたちの遊び場や自然とふれあえる場として、
学校教育農園、学校教育林等の学校教育の環境の充実
を図る。 

指導課 子どもたちの遊び場や自然とふれあえる場として、
学校教育農園（小学校17校、中学校３校）、学校教育
林（小学校５校）、学校ビオトープ等の学校教育の環
境の充実を図った。 

３－（１）－ア－⑩ 
地域の人材活用の推

進 

地域の人材を授業、行事、部活動等に生かすことに
より、児童生徒の興味･関心を高め、学校の活性化の
推進を図る。 指導課 

平成18年度に事業終了 

３－（１）－ア－⑪ 
情報教育の推進（再

掲） 

子どもの情報活用能力を育成するメディアリテラ
シー教育の実施とともに、情報機能のネットワーク化
を図る。 

指導課 
児童生徒の情報活用能力を育成することを目標に、

全小中学校に1人ずつコンピュータ指導員を配置し、
その活用を図る授業実践を推進した。 

３－（１）－ア－⑫ 
子どもの芸術文化環

境の充実（再掲） 

文化芸術活動に子どもが喜んで参加する仕組みづ
くりを行う。 

生涯学習課 
文化芸術活動に子どもが喜んで参加する仕組みづ

くりを行った。 

３－（１）－ア－⑬ 
新座っ子ぱわーあっ

ぷくらぶ事業（再掲） 

地域の教育力の活性化と子どもたちの地域におけ
る学校外活動の一層の充実を図るために、地域住民の
協力により自然体験・社会体験・スポーツなどの体験
活動や、学習活動を実施する様々なクラブを運営する。 

生涯学習課 
市内の全市立小学校17校の余裕教室や体育館、福祉

の里体育館などを会場として、文化、学習、スポーツ
のジャンルで「くらぶ」を全38クラブ開設し、年間を
通じて活動を行った。延べ参加登録者数760人。 

３－（１）－ア－⑭ 
社会教育施設での体

験学習の開催（再掲） 

公民館、図書館、歴史民俗資料館等の社会教育施設
で児童・生徒を対象とした様々な体験学習・催しを開
催する。 

中央公民館 

※人数は延べ参加者数 
○中央公民館 
人形劇フェスティバル（１回・106人）、夏休み子ど
もエコ学び隊（3回・86人）、夏休み子どもエコ教室
（1回・27人） 

○野火止公民館 
サマースクール（3回・４8人）、子どもパン作り教
室（１回・１5人）、子ども習字教室（１回・15人） 

○栄公民館 
夏休みこどもひろば（１回・18人）、冬休みこども
ひろば（２回・58人） 

○栗原公民館 
夏休み親子講座① 親子地球かんさつ隊（５回・８0
人）、夏休み親子講座② マネー育（１回・15人）、
夏休み親子講座③みんなで作ろう簡単おやつ（１
回・23人）、折り紙で作る七夕飾り（１回・56人） 

○畑中公民館 
少年少女発明クラブ（13回・244人）、はばたく鳥
のモビール（1回・29人）、モーターとスピーカーの
原理 （1回・23人）、凧づくり（1回・32人）、親
子パン教室（1回・26人） 

○大和田公民館 
こども英会話（６回・113人）、子どもヒップホップ
ダンス（１０回・320人）、親子で楽しむ七夕会（１
回・13人）、サマースクール（2回・37人） 

○東北コミュニティセンター 
サマースクール（1回・14人） 

○西堀・新堀コミュニティセンター 
コミセン夏のおはなし会（１回・10２人）、コミセ

ンクリスマスおはなし会（１回・7３人）、お正月お話
会（1回・53人）、子ども体験教室（３回・45人） 
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イ 健やかな体の育成 

記号 事業名 事業内容・事業内容 所管課 

３－（１）－イ－① 

軽スポーツ・レクリ

エーション教室の開

催 

市民が求めるスポーツを振興するため、（財）新座
市体育協会と連携を図り、ニュースポーツを取り入れ
ながら、初心者から参加できるスポーツ教室を開催す
る。また、各小学校単位での地域スポーツ教室を開催
していく。 

スポーツ振

興課 

○一般を対象に、ソフトテニス教室を２日間開催した。
参加者12人（２日間延べ人数17人）。 
○一般を対象に、ニュースポーツ（ソフトバレーボー
ル）教室を３日間開催した。参加者19人（３日間延べ
人数41人）。 
○一般を対象に、初心者ラケットテニス教室を４日間
開催した。参加者30人（４日間延べ人数83人）。 
○一般を対象に、ウォーキング教室を２日間開催した。
参加者５人（２日間延べ人数７人）。 
○一般を対象に、スポーツ吹き矢教室を２日間開催し
た。参加者30人（２日間延べ人数45人）。 
○一般を対象に、健康体操教室を４日間開催した。受
講者13人（４日間延べ人数68人）。 
○（財）新座市体育協会と連携し、市マレットゴルフ
協会連携スポーツ教室を２日間開催した。参加者19人
（２日間延べ人数27人）。 
○市レクリエーション協会連携スポーツ教室（ペタン
ク、グラウンドゴルフ等）を１日開催した。参加者13
人。 
○障がい者を対象にジャズダンス教室を３日間開催し
た。参加者14人（３日間延べ人数36人）。 
○小学１～３年生を対象にプールの苦手な子供たちの
水泳教室を７～８月の期間に４日間開催した。参加者
数３５人（４日間延べ人数85人）。 
○小学生を対象に７月に夏休みスポーツ（ミニバス
ケットボール）教室を３日間開催した。参加者33人（３
日間延べ人数88人）。 
○市内小学生を対象に新座っ子ぱわーあっぷ事業で各
種スポーツ教室を開催した。スポーツ系クラブ数９ク
ラブ、スポーツ系の登録児童数281人。 
○小学生から一般を対象に市内各小学校（17校）体育
館で地域スポーツ教室としてラケットテニスを開催し
た。 
○小中学生及び一般を対象に11月に立教大学スポー
ツ教室５種目（サッカー・野球・バレーボール・テニ
ス・乗馬）を２日間に分けて開催した。２日間の総参
加者数332人。 
○新座市内高等学校硬式野球市長杯争奪大会を11月
に２日間開催した。参加者100人（２日間延べ人数
150人）。 
○サークル対抗硬式テニス大会を11月に開催した。参
加総数26団体179人。 

３－（１）－イ－② 
指導者養成講座の充

実 

スポーツ・レクリエーション活動の一層の普及を図
るため、スポーツ指導者及び指導者養成のために講座
等を充実させる。 スポーツ振

興課 （財）新座市体育協会加盟２６連盟の指導者を対象に
スポーツ・レクリエーション指導者養成講習会として
普通救急救命講座を１日開催した。参加者２１人。 

３－（１）－イ－③ 健康教育の推進 

子どもたちの体力向上、健康の増進を図るため、体
育的活動を充実させ、外遊びを奨励する。 

指導課 
体力向上推進委員会において、体力向上に向けた取

組を全校が作成した。各校が取組を紹介、情報交換を
し合うことで、意識の向上につながり、各校での実践
化が図れた。 
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記号 事業名 事業内容・事業内容 所管課 

３－（１）－イ－④ 
新座市民健康体操普

及事業 

市内各地において、子どもから高齢者まで幅広い年
齢層の市民を対象に健康体操の普及を目指す。 

保健セン

ター 

スポーツ振

興課 

市内各地において、子どもから高齢者まで幅広い年
齢層の市民を対象に健康体操の普及を目指す。 

保健セン

ター 
保健センターと連携して市内各地域において子ども

から高齢者まで幅広い年齢層の市民を対象に健康体操
の普及を目指した。 
 新座市民健康体操普及講座を４日間７回開催した。
延べ参加者数68人。 

スポーツ振

興課 

 

ウ 確かな学力の向上 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（１）－ウ－① 確かな学力の向上 

市内の小・中学校の学力の向上を目指し、基礎・基
本の習得に力を入れた授業の充実に努める。 
また、学校と家庭との連携を密にして、家庭学習の

充実を目指した取組を進めた。 

指導課 
市内の小・中学校の学力の向上を目指し、基礎・基

本の習得に力を入れた授業の充実に努める。 
また、学校と家庭との連携を密にして、家庭学習の

充実を目指した取組を進める。 
市内全小中学校において研究委嘱を受けて、研究を

進めた。小学校４校、中学校３校が研究成果の発表会
を行った。 

 

エ 特色ある学校づくり 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（１）－エ－① 学区域の弾力的運用 

地域の実情に即した学区域の弾力的運用を図るた
め、検討委員会を設置する。 

学務課 
ＰＴＡ・保護者連合会代表、小・中学校校長会会長・

副会長、町内会連合会会長・副会長、ふれあい地域連
絡協議会代表、学校教育部長の計15人で組織し、年3
回委員会を開催した。 

３－（１）－エ－② 学校評議員の導入 

学校・家庭･地域が連携し、開かれた学校を目指し、
学校評議員を各学校に設置する。 

指導課 
市内全市立小・中学校に学校評議員を設置し、定期

的に学校評議員会を開いた。 

３－（１）－エ－③ 
教育インターネット

環境の充実（再掲） 

小・中学校間のみならず他の教育機関も含めたイン
ターネット環境を整備することで、教育指導や授業方
法等の充実を図る。 

教育総務課 
ＫＤＤＩ（ＶＰＮ）を使用してインターネット通信

を行う。 
教育委員会→教育ネットワーク通信料 
小・中学校→教育ネットワーク通信料（小・中学校23件） 
教育相談室→教育ネットワーク通信料（教育相談室） 

３－（１）－エ－④ 
コンピュータ教育の

充実（再掲） 

情報化の進展に対応した学習環境を推し進めるた
め、小・中学校の授業等に校内ＬＡＮを活用し、より
わかりやすい授業を実施する。 

教育総務課 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

賃貸借契約によりコンピュータ整備を継続する。 
・市立大和田小学校外9校教育コンピュータ・ＬＡN賃
貸借契約 外２件 
・市立各中学校教育コンピュータ・ＬＡN賃貸借 

３－（１）－エ－⑤ 
21世紀教育研究の

推進 

社会の急激な変化や、学校教育に対する様々な期待
に対応し、学校、グループ、個人で時代に合わせたテー
マを定め、研究を進める。 

指導課 各学校ごとに、自校の課題を設定し、全教員で研究
に当たるため、教育委員会が研究を委嘱した。 
本発表校は、西堀小、第四小、栄小、新座小、第三

中、第四中、第五中の７校であった。 

３－（１）－エ－⑥ 

学校サポート推進事

業（キャリア教育職

場体験）（再掲） 

キャリア教育の視点である、「生きること、学ぶこ
と、働くこと」の大切さを学習する機会とするため、
全中学校の２年生が３日間、地域の中で様々な社会体
験活動に取り組む。 

指導課 
キャリア教育の視点である、「生きること、学ぶこ

と、働くこと」の大切さを学習する機会とするため、
全中学校の２年生が３日間、地域の中で様々な社会体
験活動に取り組んだ。新座中201人、第二中286人、
第三中197人、第四中173人、第五中210人、第六
中190人。 

３－（１）－エ－⑦ 
にいざの輝く学校プ

ラン事業 

教職員や児童生徒が創意工夫を生かし、輝く学校を
目指して創造活動、文化的活動、ボランティア活動等
を行う。 

指導課 
教職員や児童生徒が創意工夫を生かし、輝く学校を

目指して創意活動、文化的活動、ボランティア活動等
を行った。選考委員会において、18万円予算配当事業
（Aプラン）および10万円予算配当事業（Bプラン）
を決定した。Aプラン５校、Bプラン18校で実施した。 

３－（１）－エ－⑧ 
国際理解教育の推進

（再掲） 

地域の外国人との交流を通して、異文化理解を深め
るとともに、コミュニケーション能力の育成を図る。 

指導課 地域の外国人との交流を通して異文化理解を深める
とともに、コミュニケーション能力の育成を図った。
市内全小・中学校を対象に1クラスに対して年間35時
間の「英会話の時間」を実施した。 

３－（１）－エ－⑨ 
環境教育の推進（再

掲） 

自然保護やリサイクルなどの資源の再利用につい
ての理解を深め、環境やアメニティに配慮するなどの
環境教育を推進する。 

指導課 
自然保護やリサイクルなどの資源の再利用につい

ての理解を深め、環境やアメニティに配慮するなどの
環境教育を推進した。 

３－（１）－エ－⑩ 
学校ふるさと構想

（再掲） 

子どもたちの遊び場や自然とふれあえる場として、
学校教育農園、学校教育林等の学校教育の環境の充実
を図る。 

指導課 子どもたちの遊び場や自然とふれあえる場として、
学校教育農園（小学校17校、中学校３校）、学校教育
林（小学校５校）、学校ビオトープ等の学校教育の環
境の充実を図った。 

３－（１）－エ－⑪ 学校応援団の推進 

学校における学習活動、安心・安全確保、環境整備
などについてボランティアとして協力・支援を行う保
護者・地域住民の活動を推進する。 

指導課 
学校における学習活動（年間活動人数延べ1,617

人）、安心・安全確保（延べ25,753人）、環境整備
（延べ5,175人）など（年間全活動人数延べ42,346
人）についてボランティアとして協力・支援を行う保
護者・地域住民の活動を推進した。 

３－（１）－エ－⑫ 
学校評価システムの

推進 

学校運営の改善と発展を目指し、教育水準の向上と
保障を図るため、学校評価を行う。 

指導課 
学校評価システムを推進するため、市内全市立小・

中学校に学校関係者評価委員を設置し、定期的に学校
訪問や授業参観等を行った。また、学校評価システム
を進めるため、運営委員会を開催した。さらに、評価
の集計を行うため、情報集約員を雇い、活用した。 



 

33 

 

オ 幼児教育の充実 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（１）－オ－① 
幼稚園教育の推進事

業 

私立幼稚園就園奨励費補助金、就園費補助金、幼稚

園入園費補助金等の拡充等により、保護者の経済的負

担の軽減を図り、心身共に穏やかな発達ができるよう

幼稚園への就園を奨励する。 

児童福祉課 

私立幼稚園就園奨励費補助金、就園費補助金の交付
により保護者の経済的負担の軽減を図るため保育料を
減免した。 
就園奨励費（国庫補助） 
 2268人 203,672,060円 
就園費補助（市単独補助） 
665人  19,827,600円 
入園費補助（市単独補助） 
1,110人   5,550,000円 

３－（１）－オ－② 
幼保小交流研修会の

充実（再掲） 

幼稚園・保育園と小学校の職員が一堂に会して円滑
な移行や卒園までの達成目標等について協議する等
の研修を行う。 
また、近隣の小学校に卒園前の園児が訪問する交流

体験を行う。 

指導課 

子ども家庭

応援室 

保育課 

幼稚園（12園）・保育園（22園）と小学校（17校）
の職員が一堂に会して円滑な移行や卒園までの達成
目標等について協議する等の研修（幹事会２回、全体
研修会２回、小学校ブロック毎の交流会及び打合会複
数回）を行った。また近隣の小学校ブロック毎に園児
及び小学生、職員間の相互交流を行い幼稚園や保育園
から小学校への円滑なつながりが図れるようにした。 

指導課 

幼保小連携推進協議会の幹事及び全体研修会に参
加し、相互交流及び研修等の推進に協力した。 

子ども家庭

応援室 
小学校教職員や保育士等が協力し、小学校教育への

移行や卒園までの達成目標等について協議する等の
研修を行った。また、卒園前の園児が近隣の小学校を
訪問して交流体験の実施をした。 

保育課 

３－（１）－オ－③ 
幼児教育についての

情報提供（再掲） 

市内幼稚園の情報など幼児教育についての情報提
供を行う。 子ども家庭

応援室 東上地区私立幼稚園協会の協力を得て、幼稚園ガイ
ド900部を作成して情報提供を実施した。 

 

カ いじめ、少年非行等の問題行動や不登校への対応 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（１）－カ－① 
教育相談事業の充実

（再掲） 

教育相談員の配置を見直し、学校カウンセラー等と
の連携を一層密にし、教育相談の充実を図る。 

教育相談セ

ンター 

教育相談室に教育相談員３人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわやか相談員、中学校区にスクー
ルカウンセラー、全小学校に子どもと親の相談員を配
置し、児童生徒及び保護者からの不登校やいじめ等の
悩みについての相談活動を展開した。 

３－（１）－カ－② 登校支援事業 

新座市教育相談室で教育相談員（３人）と学校カウ
ンセラー（１人）が電話・来室相談やカウンセリング
を行い、必要な場合は、学校訪問や家庭訪問も行う。 

教育相談セ

ンター 
教育相談室で教育相談員（３人）と学校カウンセ

ラー（２人）が電話・来談相談やカウンセリングを行
い、必要な場合は直接学校訪問し、コンサルテーショ
ンを行った。 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（１）－カ－③ 
いじめ等青少年の問

題行動対策事業 

いじめ等青少年の問題行動へ対応するために、各中
学校にさわやか相談室を開設し、６人のさわやか相談
員が相談活動を行うとともに、教師がカウンセリング
マインドを持って積極的な生徒指導が行えるよう学
校カウンセリング研修会を開催する。 

教育相談セ

ンター 
全中学校にさわやか相談員と中学校区にスクール

カウンセラーを配置し、相談活動を行い、いじめや問
題行動等の早期発見・早期対応を図った。 

３－（１）－カ－④ 
ピア・サポーター派

遣事業（再掲） 

地域の大学の臨床心理系学部等と連携することに
より、大学生をサポーターとして各学校等に派遣し、
不登校児童生徒・集団不適応児童生徒への支援活動を
行う。 
また、大学教授がスーパーバイザーとして専門的な

立場から教員等に指導助言を行う。 
教育相談セ

ンター 
地域の大学の臨床心理系学部と連携することによ

り、100人規模で大学生をサポーターとして各学校等
に派遣し、不登校児童生徒・集団不適応児童生徒への
支援活動を行った。 

 

キ 引きこもりへの支援 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（１）－キ－① 
思春期保健相談体制

支援事業（再掲） 

学童期・思春期における心の問題について、相談体
制の充実を図る。 

保健セン

ター 

教育相談セ

ンター 

健康相談の中で対応予定だったが、希望者がいな
かった。 

保健セン

ター 
教育相談室に教育相談員３人と学校カウンセラー

２人を配置し、特に学童期･思春期における心の問題
について電話や来談による相談体制の充実を図った。 

教育相談セ

ンター 

３－（１）－キ－② 
教育相談事業の充実

（再掲） 

教育相談員を配置し、学校カウンセラー等との連携
を一層密にし、教育相談の充実を図る。 

教育相談セ

ンター 

教育相談室に教育相談員３人と学校カウンセラー
２人、全中学校にさわやか相談員、中学校区にスクー
ルカウンセラー、全小学校に子どもと親の相談員を配
置し、児童生徒及び保護者からの不登校やいじめ等の
悩みについての相談活動を展開した。 

３－（１）－キ－③ 
児童相談の充実（再

掲） 

家庭における適切な児童の養育と、養育に関連して
発生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福
祉に関して専門的に相談、指導に当たる。 

子ども家庭

応援室 

保育課 

電話又は来庁によって児童の相談を受けた。 
新規相談受付件数267件 

子ども家庭

応援室 
公立保育園の園長が、主に乳幼児の保護者の育児の

悩みや相談に応じた。 
平日の午後１時30分から４時に実施した。 

保育課 

３－（１）－キ－④ 
家庭児童相談室（再

掲） 

家庭における適切な児童の養育と、養育に関連して
発生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福
祉に関して専門的に相談・指導に当たる。 
さらに、必要があれば専門機関への紹介も行う。 子ども家庭

応援室 家庭における適切な児童の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福祉
に関して相談を受けた。相談件数延べ2,810件 
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（２）子どもの育ちに応じた家庭教育への支援 

 

ア 子どもの発達段階に応じた家庭教育に関する学習機会や情報の提供 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（２）－ア－① 育児関連講座の充実 

乳幼児期の子どもの成長にかかわる正しい知識や
親の役割、家庭環境づくりなど育児に関する学習機会
の提供に努める。 

子ども家庭

応援室 

中央公民館 
「子育てサロン」、「ステップ・サロン」などを主

催したほか、運営を委託している地域子育て支援セン
ター及びつどいの広場においても子育てに関する講
座などを実施した。 

子ども家庭

応援室 

〇中央・野火止・栄公民館、東北コミュニティセンター 
 男女共同参画合同セミナー（４回・52人） 
○中央公民館 
家庭教育セミナー（7回・82人）、保育サポーター研
修会（3回・74人）・大満足！心と体に効くお弁当作
り（３回・48人）・おじいちゃん・おばあちゃんの
ための孫育て講座（２回・20人） 

○野火止公民館 
たんぽぽ学級（６回・62人）、布の絵本作り講座（７
回・148人）  

○栄公民館 
カンガルー学級（8回・114人）、地域をしなやかに
生きるセミナー（１回・13人）、栄お料理サロン③
～子どもの喜ぶ野菜料理～（１回・10人） 

○栗原公民館 
めだか学級（７回・133人）、音楽でハートフルコミュ
ニケーション（3回・43人）、第２回音楽でハートフ
ルコミュニケーション（３回・55人）  

〇畑中公民館 
 すくすく学級（７回・164人） 
○大和田公民館 
わくわくキッズファミリー講座（6回・147人） 

○東北コミュニティセンター 
  子育てラクラク講座（4回・37人） 
○西堀・新堀コミュニティセンター 
赤ちゃんサロン（０歳児～）（11回・156人）、お
父さんの子育て講座 （5回・84人）、わかば学級企
画準備会（２回・６人）、わかば学級（7回・100人） 

中央公民館 

３－（２）－ア－② 

子育て支援ネット

ワーク事業「子育て

講座」（再掲） 

小・中学校入学前の子どもを持つすべての保護者が
参加する「就学時健康診断」や「入学説明会」、「保
護者会」等の機会を利用して、専門的な知識や経験を
有する者を講師として招き、家庭教育や思春期に関す
る学習機会を提供することにより家庭の教育力の向
上を図るとともに、明日の親となる中学生を対象に子
育て理解に関する講座を実施する。 

子ども家庭

応援室 子育て講座（Ａ）（Ｂ）は、小・中学校入学前の保護
者を対象に23講座実施した。子育て講座（Ｃ）は、中
学生を対象に13コマ実施した。 
（Ａ）新小学１年生保護者：1,471人 
（Ｂ）新中学１年生保護者：1,164人 
（Ｃ）中学生：434人 

３－（２）－ア－③ 
元気の出るまちづく

り出前講座（再掲） 

市民の求めに応じ、市民が主催する集会等に市職員
が講師として出向き、市政の説明、職員の専門知識を
生かした講義を行い、サークル活動等を支援する。 

生涯学習課 
66講座でメニューを組み実施したところ、市内活動

団体から168件の申込みがあり、講座全体として
11,276人の参加があった。 



 

36 

 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（２）－ア－④ 
ブックスタート事業

（はじめてブック） 

絵本の読み聞かせを通じて親子のふれあいを深め
るよう、保健センターで行う乳幼児健康診査の機会
に、赤ちゃんと保護者にメッセージを伝えながら絵本
をプレゼントする。 

中央図書館 毎月２回実施、保健センターで行う３～４か月乳幼
児健康診査の機会に赤ちゃんと保護者に絵本の読み
聞かせを通じて親子のふれあいを深めようという
メッセージを伝えながら絵本をプレゼントした。 
総配布数1,349冊 

３－（２）－ア－⑤ 
出産祝い品（絵本）

の配布 

ブックスタート事業と連携して、“親子が絵本を介
して向かい合い、温かくて楽しいことばのひとときを
持つ”きっかけとなる絵本を、出生祝い品として新座
市に出生届出をされた人に、窓口において配布する。 市民課 
ブックスタート事業と連携して、新座市に出生の届

出をされた方に出産祝い品として絵本を配布した。。 
（平成２２年度出生届の件数 1,292件） 

３－（２）－ア－⑥ 絵本講座 

幼児期に絵本を読み聞かせることは、子どもにどの
ような影響与えるのか、また周りの大人は子どもにど
のような絵本を与えたらよいのか、読み聞かせの大切
さや絵本の持つ力についての講座を実施する。 

中央図書館 
絵本講座「～わたしの絵本がうまれるとき～」５月

29日（土）午後1時30分～3時30分。 
会場：新座市民会館 第１会議室。 
講師：絵本作家 参加者68人。 

３－（２）－ア－⑦ 
お父さんの読み聞か

せ講座（再掲） 

家庭でお父さんが子どもに行う読み聞かせの入門
講座を開催する。 

中央図書館 
お父さん歓迎！大人のための読み聞かせ講座「読ん

でもらうということ」10月31日（日）午前10時30
分～正午。午後2時から講師による読み聞かせパ
フォーマンスも実施。 
会場：中央図書館。参加者27人。 

３－（２）－ア－⑧ 
子ども読書ボラン

ティア養成講座 

中央図書館で行っている学級訪問等で読み聞かせ、
ブックトークを行うボランティアのスキルアップ研
修又は新規養成を行う講座を開催する。 

中央図書館 

中央図書館で行っている学級訪問をサポートするボ
ランティアの新規養成を行う講座を実施。 
９月８日（水）～12月10日（金）の全12回（見学2
回含む）。 
会場：中央図書館。 
講師：特定非営利活動法人 ブックスタート  
延べ参加者数：212人。 

３－（２）－ア－⑨ 
家庭児童相談室（再

掲） 

家庭における適切な児童の養育と、養育に関連して
発生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福
祉に関して専門的に相談・指導に当たる。 
さらに、必要があれば専門機関への紹介も行う。 

子ども家庭

応援室 家庭における適切な児童の養育と養育に関して発
生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福祉
に関して相談を受けた。相談件数延べ2,810件 

３－（２）－ア－⑩ 

インターネット等を

利用した子育て情報

の提供（再掲） 

子育て関連情報を一元化し、いつでもどこからでも
情報が得られるよう、インターネットでの情報提供事
業を行う。 

子ども家庭

応援室 市のホームページを通じて子育て情報の提供を
行った。 

３－（２）－ア－⑪ 

子育て支援ネット

ワーク事業「子育て

支援交流事業」の実

施（再掲） 

乳幼児とその保護者を対象に「子育てサロン」「ス
テップ・サロン」を実施する。 

子ども家庭

応援室 

○子育てサロン（２か所の社会教育施設で実施） 
・畑中公民館：参加親子 68組 
・東北コミュニティセンター：参加親子 89組 

○ステップ・サロン（１か所の社会教育施設で実施） 
・畑中公民館：参加親子 107組 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（２）－ア－⑫ 

子育て支援ネット

ワーク事業「子育て

情報提供事業」の実

施（再掲） 

子育て中の親が必要な様々な情報（子育て支援サー
ビス、公共施設案内、幼稚園・保育園情報等）を収集
し、編集した「子育て情報誌」「子育て通信」を発行
する。 
また、上記紙面の内容をホームページに掲載する。 

子ども家庭

応援室 

子育てネットワーク通信（6,000部）、子育て情報誌
（4,000部）を発行した。 

３－（２）－ア－⑬ 
学校施設の開放（再

掲） 

学校施設や余裕教室を活用して整備したコミュニティ
施設等として開放し、地域の学習機会の充実を図る。 教育総務課 
４校で13団体に教室を開放した。 

３－（２）－ア－⑭ 
生涯学習ボランティ

アバンクの充実 

市民からの指導者の派遣要請など、多様なニーズに
対応するため、ボランティアバンク登録者との連携を
図りながら、生涯学習ボランティアバンクとしての制
度の充実を図る。 

生涯学習課 
ボランティアバンクガイド本を作成し、市内各所へ

配布し、利用促進を図った。 
登録団体（個人含）236 
紹介件数122件（うち成立81件） 

 

イ 地域の教育力の向上 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（２）－イ－① 
児童センター業務の

充実（再掲） 

子どもに豊かな生活を提供できるよう、スポーツ、
文化、レクリエーション等の多彩なプログラムを展開
し、児童センター業務の充実を図る。プログラムの策
定に当たっては、子どもの参画を検討する。 

子ども家庭
応援室 

・新座市児童センター 
指定管理者制度を導入し、施設の運営、管理をNPO

法人に委託した。 
利用者数：64,153人 
主な事業：「親子ルーム」「天体観望会」など 
事業開催回数・参加者数：延べ1,265回、28,514人 
・福祉の里児童センター 
利用者数：42,809人 
主な事業：「親子ルーム」、「工作教室」など 
事業開催回数・参加者数：延べ326回、8,486人 

３－（２）－イ－② 
社会教育施設での体

験学習の開催（再掲） 

公民館、図書館、歴史民俗資料館等の社会教育施設
で児童・生徒を対象とした様々な体験学習・催しを開
催する。 

中央公民館 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

※人数は延べ参加者数 
○中央公民館 
人形劇フェスティバル（１回・106人）、夏休み子ど
もエコ学び隊（3回・86人）、夏休み子どもエコ教室
（1回・27人） 

○野火止公民館 
サマースクール（3回・４8人）、子どもパン作り教
室（１回・15人）、子ども習字教室（１回・15人） 

○栄公民館 
夏休みこどもひろば（１回・18人）、冬休みこども
ひろば（２回・58人） 

○栗原公民館 
夏休み親子講座① 親子地球かんさつ隊（５回・８0
人）、夏休み親子講座② マネー育（１回・15人）、
夏休み親子講座③みんなで作ろう簡単おやつ（１
回・23人）、折り紙で作る七夕飾り（１回・56人） 

○畑中公民館 
少年少女発明クラブ（13回・244人）、はばたく鳥
のモビール（1回・29人）、モーターとスピーカーの
原理 （1回・23人）、凧づくり（1回・32人）、親
子パン教室（1回・26人） 

○大和田公民館 
こども英会話（６回・113人）、子どもヒップホップ
ダンス（10回・320人）、親子で楽しむ七夕会（１
回・13人）、サマースクール（2回・37人） 

○東北コミュニティセンター 
サマースクール（1回・14人） 

○西堀・新堀コミュニティセンター 
コミセン夏のおはなし会（１回・102人）、コミセン

クリスマスおはなし会（１回・73人）、お正月お話会
（1回・５３人）、子ども体験教室（３回・4５人） 

３－（２）－イ－③ 
新座っ子ぱわーあっ

ぷくらぶ事業（再掲） 

地域の教育力の活性化と子どもたちの地域におけ
る学校外活動の一層の充実を図るために、地域住民の
協力により自然体験・社会体験・スポーツなどの体験活
動や、学習活動を実施する様々なクラブを運営する。 

生涯学習課 
市内の全市立小学校17校の余裕教室や体育館、福祉

の里体育館などを会場として、文化、学習、スポーツ
のジャンルで「くらぶ」を全38クラブ開設し、年間を
通じて活動を行った。延べ参加登録者数760人。 

３－（２）－イ－④ 
ちびっこふるさと探

検隊事業 

新座市と那須塩原市にある史跡や文化を楽しみな
がら学ぶことを通して、将来のまちづくりを担う子ど
もたちに、豊かな心とふるさと意識が芽生えていくと
いうことを願って開催する。 

コミュニ

ティ推進課 

平成22年8月５日（木）、６日（金）の１泊２日で、
本市の小学５・６年生17人が友好姉妹都市である那須
塩原市を訪れ、那須塩原市の小学５・６年生17人とと
もにウォークラリーやバーベキュー、那須疏水の見学
などを通して、史跡や文化を楽しみながら、交流を深
めた。 

３－（２）－イ－⑤ 
新座市国際交流協会

への支援事業 

市民を主体とした幅広い分野における国際交流を
推進し、異文化の相互理解を深め、世界の人々の友好
親善を図るとともに、世界に開かれたまちづくりのた
めに、市民の国際認識や国際理解の高揚していくこと
を目的とする。 

コミュニ

ティ推進課 

新座市国際交流協会の活動を支援するため、事務事
業費として補助金150,000円を交付した。 

３－（２）－イ－⑥ 
新座市青少年海外派

遣事業 

市内在住の中学生を海外へ派遣し、ホームステイな
どを通じて、国際理解を図るとともに、これを契機に
市民に対して国際意識の啓発を図る。 

コミュニ

ティ推進課 派遣する友好姉妹都市側の都合により、事業中止と
なった。 

３－（２）－イ－⑦ 子どもの芸術文化環
文化芸術活動に子どもが喜んで参加する仕組みづ

くりを行う。 生涯学習課 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

境の充実（再掲） 文化芸術活動に子どもが喜んで参加する仕組みづ
くりを行った。 

３－（２）－イ－⑧ 
新座市小学生議会・

中学生議会（再掲） 

未来を担う子どもたちのユニークな意見を市政に
反映するとともに、市政に対する子どもたちの理解と
関心を深めることを目的に、市議会議場を使用して開
催する。 

秘書広聴課 
小学生議会：平成22年10月16日（土）実施 
      34人（各校２人）参加 
中学生議会：平成22年10月23日（土）実施 

    18人（各校３人）参加 

３－（２）－イ－⑨ 
新座市観光ボラン

ティアガイド事業 

子どもたちを始め多くの市民に新座の自然、文化、
歴史を伝え、ふるさと意識の醸成を図ることを目的に
観光ボランティアガイドによるガイド事業を展開する。 

観光都市づ

くり推進室 
社会科の授業の一環として、市内小学生68人に対し

て、平林寺の案内を実施した。また、夏休みの時期に
合わせて、新座市観光ボランティアガイド協会主催に
よる体験ツアーを開催し、親子による参加を促した。 
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（３）親になるための学習環境の整備 

 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（３）－① 
育児関連講座の充実

（再掲） 

乳幼児期の子どもの成長にかかわる正しい知識や
親の役割、家庭環境づくりなど育児に関する学習機会
の提供に努める。 

子ども家庭

応援室 

中央公民館 
「子育てサロン」、「ステップ・サロン」などを主

催したほか、運営を委託している地域子育て支援セン
ター及びつどいの広場においても子育てに関する講
座などを実施した。 

子ども家庭

応援室 

〇中央・野火止・栄公民館、東北コミュニティセンター 
 男女共同参画合同セミナー（４回・52人） 
○中央公民館 
家庭教育セミナー（7回・82人）、保育サポーター研
修会（3回・74人）・大満足！心と体に効くお弁当作
り（３回・48人）・おじいちゃん・おばあちゃんの
ための孫育て講座（２回・20人） 

○野火止公民館 
たんぽぽ学級（６回・62人）、布の絵本作り講座（７
回・148人）  

○栄公民館 
カンガルー学級（8回・114人）、地域をしなやかに
生きるセミナー（１回・13人）、栄お料理サロン③
～子どもの喜ぶ野菜料理～（１回・10人） 

○栗原公民館 
めだか学級（７回・133人）、音楽でハートフルコミュ
ニケーション（3回・43人）、第２回音楽でハートフ
ルコミュニケーション（３回・55人）  

〇畑中公民館 
 すくすく学級（７回・164人） 
○大和田公民館 
わくわくキッズファミリー講座（6回・147人） 

○東北コミュニティセンター 
  子育てラクラク講座（4回・37人） 
○西堀・新堀コミュニティセンター 
赤ちゃんサロン（０歳児～）（11回・156人）、

お父さんの子育て講座 （5回・84人）、わかば学級
企画準備会（２回・６人）、わかば学級（7回・100
人） 

中央公民館 

３－（３）－② 

子育て支援ネット

ワーク事業「子育て

講座」（再掲） 

小・中学校入学前の子どもを持つすべての保護者が
参加する「就学時健康診断」や「入学説明会」、「保
護者会」等の機会を利用して、専門的な知識や経験を
有する者を講師として招き、家庭教育や思春期に関す
る学習機会を提供することにより家庭の教育力の向
上を図るとともに、明日の親となる中学生を対象に子
育て理解に関する講座を実施する。 

子ども家庭

応援室 子育て講座（Ａ）（Ｂ）は、小・中学校入学前の保護
者を対象に23講座実施した。子育て講座（Ｃ）は、中
学生を対象に13コマ実施した。 
（Ａ）新小学１年生保護者：1,471人 
（Ｂ）新中学１年生保護者：1,164人 
（Ｃ）中学生：434人 
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（４）子育て支援のための地元大学との連携の推進 

 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

３－（４）－① 大学公開講座 

市内３大学と行政の連携を図り、各大学において公
開講座を実施する。 

生涯学習課 市内３大学において9月から12月までの期間、それ
ぞれの大学の特性をいかした公開講座を実施した。 
延べ参加者数1,067人 

３－（４）－② 新座市民総合大学 

市内３大学と行政が連携し、市民に自分を高め地域
を高める学習の場を提供し、学んだことを地域で生か
し、生き生きとした人生を送れるよう開校する。 

生涯学習課 市内３大学の協力を得て３学部３学科（観光・環境・
文学部）で各学科17回の講義を開催した。また、修了
者のうち希望者に各種サポーターを委嘱した。 
受講者 116人・修了者 103人・委嘱者 60人 

３－（４）－③ 
ピア・サポーター派

遣事業（再掲） 

地域の大学の臨床心理系学部等と連携することに
より、大学生をサポーターとして各学校等に派遣し、
不登校児童生徒・集団不適応児童生徒への支援活動を
行う。 
また、大学教授がスーパーバイザーとして専門的な

立場から教員等に指導助言を行う。 
教育相談セ

ンター 
地域の大学の臨床心理系学部と連携することによ

り、100人規模で大学生をサポーターとして各学校等
に派遣し、不登校児童生徒・集団不適応児童生徒への
支援活動を行った。 

３－（４）－④ 
学生ボランティアの

活用 

各種催しや事業において学生ボランティアの活用
を進める。 

子ども家庭

応援室 

生涯学習課 

指導課 
でんでんむしの家（発達、育児支援を必要とされる児
童及び親（家庭）に対する集団指導）参加者児童の保
育について、年間を通じて十文字学園女子大学の学生
ボランティア10人程度の協力を得た。 

子ども家庭

応援室 

立教大学学生 1 団体 
ジャグリング、マジックバルーン、パントマイム等の
パフォーマンスを行っている。 
依頼件数８回、成立２件 

生涯学習課 

年2回（8～9月、1～3月）、教育活動の補助のため
十文字学園女子大学の学生ボランティアの活用を推進
した。  延べ174人参加  
（以前事業終了となっていましたが継続しています） 

指導課 

３－（４）－⑤ 
市内３大学との連携

の推進 

子育て支援に関する調査・研究及び事業の推進に当
たり、様々な機会をとらえて市内３大学との連携を図
る。 

子ども家庭

応援室 

新座市次世代育成支援対策地域協議会において学
識経験者として３大学の教授を委員として招き、計画
の推進に当たり連携を強化した。また、様々な事業に
おいて、市民への学習機会の提供事業等を連携して実
施した。 

３－（４）－⑥ 
市内３大学学生と市

長との懇談会 

柔軟な思考により斬新なアイデアの提案ができる
大学生から市政に対する提言等を得るため、市内３大
学に通学する学生を対象として開催する。 

秘書広聴課 
平成22年11月７日（土）に、市内３大学学生12

人（各校４人）が参加し、市長及び教育長との懇談会
を実施した。 

３－（４）－⑦ 
インターンシップ実

習生の受入れ 

公務職場での就業体験を希望する学生を受け入れ、
公務に対する理解を深めてもらうとともに、学校卒業
後の就職のイメージをつかんでもらい、学生生活の充
実と就業に向けた意識・啓発を図る。 人事課 

８月１９日から９月２日の日程で、学生１３人をイ
ンターンシップ生として受け入れた。 
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４ 親も子も住みやすい安全・安心なまちづくり 

 

（１）子どもの権利を守るための環境整備 

 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

４－（１）－① 
児童の権利に関する

啓発 

子どもの保護と基本的人権の尊重を促進すること
を目的とした「子どもの権利条約」の啓発・普及に努
める。 子ども家庭

応援室 子どもの保護と基本的人権の尊重を促進することを
目的とした「子どもの権利条約」の啓発・普及に努め
た。広報にいざ５月号に啓発記事掲載。 

４－（１）－② 
新座市要保護児童対

策地域協議会（再掲） 

要保護児童を支援するため、福祉・保健・医療・教
育・警察など関係機関が連携し、子どもや家族への援
助の方法や対策を協議し対応を図る。 

子ども家庭

応援室 
代表者会議２回（うち１回はCAP研修）、実務者会

議４回、個別ケース検討会議46回実施。 

 

 

（２）子育てを支援する生活環境の整備 

ア 良好な居住環境の確保 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

４－（２）－ア－① 
優良な賃貸住宅の供

給促進 

市民の多様な住宅需要に対応するため、一定の所得
者に家賃補助を行う特定優良賃貸住宅の誘致を進め
るとともに、制度紹介を行う。 まちづくり

計画課 市民の多様な住宅需要に対応するため、一定の所得
者に家賃補助を行う特定優良賃貸住宅の制度紹介を
行った。なお、特定優良賃貸住宅の誘致は行わなかった。  

４－（２）－ア－② 
知っておきたい！！

住宅制度の周知 

公営住宅の利用方法、住宅資金融資制度、建物の改
造・改築への助成制度などを紹介した「みんなでつく
る 元気の出るまちづくり 知っておきたい！！住
宅制度」をホームページに掲載、窓口にて閲覧に供す
る。 まちづくり

計画課 公営住宅の利用方法、住宅資金融資制度、建物の改
造・改築への助成制度などを紹介した「みんなでつく
る 元気の出るまちづくり ～知っておきたい！住
宅制度」について、内容を改訂し、ホームページに掲
載及び窓口にて閲覧を行った。 

４－（２）－ア－③ 
新座市都市計画マス

タープランの推進 

「みずとみどりに恵まれた心地よいまちをめざし
て」を基本理念に、恵まれた自然環境を生かしながら、
安全性、利便性、快適性のバランスのとれたまちづく
りを推進する。 

まちづくり

計画課 
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記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

① 地区計画制度等により、良好な居住環境の維持・
創出に努めた。 

② 良好な景観の形成を促進するため、新座市景観計
画の策定及び新座市景観条例の制定を行った。 

③ 土地区画整理事業の推進により、良好な居住環境
の整備に努めた。（市施行：新座駅南口第２地区、新
座駅北口地区、組合施工：栄・池田地区、新堀二丁
目地区） 

４－（２）－ア－④ シックハウス対策 

居住者等が有害化学物質（ホルムアルデヒド・クロ
ルピリホス）による室内空気汚染によって衛生上の支
障が生じないよう、建築材料及び換気設備について審
査を行う。 建築審査課 

建築確認申請書において、建築材料及び換気設備に
ついての厳正な審査を行った。 

 

イ 安全な道路交通環境の整備  

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

４－（２）－イ－① 

道路改良１０か年基

本計画ＰＡＲＴⅡの

推進 

「まちづくりは道路から」を基本に、計画的に道路
の拡幅や歩道の設置等を行い、安全で快適な道路行政
の推進のもと危険箇所や交通渋滞の解消を図る。 道路課 
市道第41-02号線、市道第41-03号線及び市道第
41-18号線について推進した。 

４－（２）－イ－② 
生活道路拡幅整備事

業 

新座市道で1.8ｍ以上4.8ｍ未満の道路を生活道路
として位置付け、建築行為等に際して道路中心から
2.4ｍの後退を推進し、建築主の理解と協力のもと、
交通安全上の配慮はもとより、災害時の避難、緊急車
両等の通行や消防活動の円滑化を図る。 

道路課 

本市の財政状況を鑑み、土地所有者の協力のもと、
無償による生活道路の拡幅を推進した。 

４－（２）－イ－③ カーブミラーの整備 

交通事故防止のため、必要に応じて、公道との交差
点に整備する。 

市民安全課 交通事故防止のため、公道との交差点等に道路反射
鏡（カーブミラー）を整備した。 
新設20基（一面鏡13基、二面鏡７基）、修繕67基 

４－（２）－イ－④ 

生活道路での通行車

両の進入抑制・速度

抑制 

生活道路での安全確保のため、新座警察署と連携
し、車両の進入抑制・速度抑制を図る。 

市民安全課 
生活道路での安全確保のため、必要に応じて、啓発

看板を設置するなどの働きかけを行った。 

４－（２）－イ－⑤ 
交通安全看板等の設

置 

市内における交通事故等の抑止のため、電柱等に交
通安全に関する看板を設置する。 

市民安全課 
市内における交通事故等の抑止のため、交通安全に

関する啓発看板を設置した。 

４－（２）－イ－⑥ 
夜間の交通事故防止

対策 

夜間の交通事故防止のため、必要に応じて、道路照
明灯を整備する。 

市民安全課 市道に、道路照明灯を整備した。 
・新設45基（水銀灯３基、蛍光灯42基） 
・修繕1,683基 
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ウ 安心して外出できる環境の整備 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

４－（２）－ウ－① 

公共施設等のユニ

バーサルデザイン化

の推進 

埼玉県福祉のまちづくり条例に基づき、道路や公共
施設のユニバーサルデザイン化を進める。 
学校施設では、障がいのある児童生徒に対応するた

めのバリアフリー化を進める。 

道路課 

教育総務課 

歩道整備工事の実施 延長942ｍ 道路課 

トイレのバリアフリーに係る改修を４校行った（片
山小学校、第四小学校、新座中学校、第二中学校屋内
運動場）。 
エレベーター設置工事を２校行った（第二中学校、

第六中学校）。平成２１年度からの繰越事業。 

教育総務課 

４－（２）－ウ－② 
ノンステップバス購

入費の補助 

ノンステップバスの普及を促進するため、バス事業
者に対して、国、県と協調してバス購入費の補助を行
う。 

市民安全課 ノンステップバスの購入を促進するため、バス事業
者に対して、国、県と協調して補助金を交付した。 
・補助額：986,000円（４台購入分） 
・交付先：西武バス株式会社 

４－（２）－ウ－③ 赤ちゃんの駅 

授乳及びおむつ替え等の対応可能な施設を「赤ちゃ
んの駅」として指定し、乳幼児連れの保護者が安心し
て外出できる環境の整備を図る。 子ども家庭

応援室 平成22年度は、埼玉県の「赤ちゃんの駅」市町村設
置事業費補助金を活用し、赤ちゃんの駅指定施設に対
し、備品の整備を行った。（おむつ交換台 外23点） 

４－（２）－ウ－④ 
子育てバリアフリー

情報の提供（再掲） 

乳幼児を連れて外出する際の遊び場、授乳コー
ナー、子ども連れに優しいトイレの設置場所などを示
した子育てバリアフリー情報を提供する。 子ども家庭

応援室 
子育てバリアフリーマップの要素を取り入れた「子

育て情報誌」を4,000部作成し発行した。 

 

エ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

４－（２）－エ－① 健全育成対策の充実 

子どもが心身共に健全に成長できるよう、非行防止
啓発活動、文化、スポーツ等コミュニティ活動、青少
年活動指導者の育成等を通じて地域社会が一体とな
り、健全育成対策を推進する。 
また、子どもの権利を侵害する児童買春、ポルノ等

を防止するため､児童買春・児童ポルノ禁止法を普及
啓発する。 生涯学習課 

・青少年市民会議主催による心の声かけ運動を市内各
中学校で年２回実施（参加者数913人） 
・子ども会連合会、青少年相談員協議会の実施する各
種イベントを通じ、青少年健全育成活動を推進した。 

４－（２）－エ－② 
青少年育成推進員活

動への支援 

青少年の健全育成を図ることを目的に、青少年育成
埼玉県民会議会長から委嘱された青少年育成推進員
による様々な活動を支援する。 

生涯学習課 ・青少年育成推進員による埼玉県青少年健全育成条例
の普及啓発活動を支援した。 
・青少年育成推進員会の実施する各種の健全育成活動
を支援した。 
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（３）子ども等の安全の確保 

ア 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

４－（３）－ア－① 交通指導員の配置 

主に小学生の登校、下校時の交通安全を図るため、
市内通学路の交差点等に交通指導員を配置する。 

市民安全課 主に小学校の登校・下校時の交通安全を図るため、
市内の通学路の交差点等に交通指導員を配置し、立哨
指導を行った。 

４－（３）－ア－② 

交通安全推進協議会

による交通安全運動

の実施 

市、新座警察署を始めとする交通安全関連団体、機
関により組織する交通安全推進協議会により、四半期
ごとに交通安全運動、交通事故防止運動を実施する。 

市民安全課 
新座市、新座警察署をはじめとする交通安全関連団

体、機関で組織する交通安全推進協議会により、四半
期ごとに交通安全運動、交通事故防止運動を実施した。 

４－（３）－ア－③ 
交通安全推進団体へ

の補助金の交付 

交通安全協会、交通安全母の会に対し、補助金を交
付し、交通安全を推進する。 

市民安全課 
交通安全推進団体へ補助金を交付し、交通安全活動

を推進した。 
交通安全協会：1,260,000円 
交通安全母の会：225,000円 
交通安全推進協議会：1,400,000円 

４－（３）－ア－④ 交通安全教室 

子どもたちを交通事故から守るため、小学１年生全
員を対象に交通安全教室を実施する。 
また、元気の出るまちづくり出前講座として幼稚

園、保育園、小・中学校等の要望に応じて交通安全教
室を開催する。 

市民安全課 
子どもたちを交通事故から守るため、全小学校にお

いて、小学１年生を対象に交通安全教室を実施した。
また、元気の出る出前講座として、幼稚園、保育園、
小中学校等の要望に応じて、交通安全教室を実施し
た。 

４－（３）－ア－⑤ 
放置自転車対策の推

進 

良好な駅前環境を保持するため、自転車等の誘導業
務を実施するとともに、駅周辺の放置自転車の撤去を
行うなど、放置自転車対策を推進する。 

市民安全課 良好な駅前環境を保持するため、駅周辺に自転車等
が放置されないよう誘導業務を行うとともに、放置さ
れた自転車等については、年148回の撤去活動を実施
した。 

４－（３）－ア－⑥ 
放置自動車対策の推

進 

所有者等の確認できない自動車が放置された場合、
放置自動車廃物判定委員会を開催し、適切な処理を推
進する。 

市民安全課 
新座市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関

する条例に基づき、放置自動車廃物判定委員会を２回
開催し、２台の放置自動車の移動、撤去を行った。 

 

 

 

 

 



 

46 

 

イ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

４－（３）－イ－① 防犯体制の充実 

安全で安心なまちづくりのため、新座警察署を始め

とする関係団体･機関と連携し、暴力排除･防犯活動を

推進する。 
市民安全課 

平成22年度新座市防犯推進計画を策定し、市・市

民・事業者・警察・その他関係団体が連携し、一体と

なった活動を展開した。 

４－（３）－イ－② 

防犯協会、暴力排除

推進協議会への補助

金の交付 

新座市防犯協会、新座市暴力排除推進協議会に対し

補助金を交付し、防犯に関する活動を推進する。 
市民安全課 新座市防犯協会に対し、3,123,000円、新座市暴力

排除推進協議会に対し、300,000円の補助金を交付し
た。 

４－（３）－イ－③ 
防犯に関する普及啓

発活動の実施 

安全・安心なまちづくりのため、市民との協働によ

り防犯に関する普及啓発活動を行う。 
市民安全課 防災無線、青色防犯パトロールカー、市広報、市ホー

ムページ、啓発リーフレット及び啓発看板等の宣伝媒
体を用いた情報提供を行った。 

４－（３）－イ－④ 
防犯灯設置及び維持

管理費補助金 

夜間における犯罪等の防止を図るため、私道に防犯

灯を設置し、管理する町内会に補助金を交付する。 コミュニ

ティ推進課 防犯灯設置費補助金392,480円、防犯灯維持管理費

補助金6,262,694円を交付した。 

４－（３）－イ－⑤ 
不審者対応マニュア

ルの作成 

学校の安全管理を図るため、不審者対応マニュアル

を作成し小・中学校に配布する。 
指導課 

学校の安全管理を図るため、全校において不審者対

応マニュアルを作成し、研修会の充実を図った。 

４－（３）－イ－⑥ 

保護者・地域との連

携による防犯活動の

推進 

保護者や地域の市民、学校、警察などが連携し「子

ども１１０番の家の設置」や「学校付近のパトロール

活動」を行うなど、防犯活動を推進する。 

指導課 

生涯学習課 

保護者や地域の市民、学校、警察などと連携し「子

ども110番の家の設置」や「学校付近のパトロール活

動」を行った。 

指導課 

市内公立小中学校PTA・保護者会で非行防止・安全

を目的としたパトロール活動を実施した。 
生涯学習課 

４－（３）－イ－⑦ 
ＣＡＰプログラムの

実施（再掲） 

いじめや虐待などの暴力から身を守る方法を実践

的に学ぶためのＣＡＰプログラムを実施する。 子ども家庭

応援室 新座市要保護児童対策地域協議会の構成員を対象に大

人向けＣＡＰ研修を実施。参加者26人。 

４－（３）－イ－⑧ 

ＰＴＡ保護者会、町

内会が行う防犯活動

への支援 

ＰＴＡ保護者会、町内会に対し、「自主防犯パトロー

ル活動」のための資機材の貸与、傷害保険の加入を行

うなど、防犯活動を支援する。 

市民安全課 防犯パトロール団体の支援として、防犯パトロール

ベスト、腕章、帽子、自動車ステッカーを購入し、貸

与、また、防犯パトロール用自転車プレートを購入し、

市内小中学校の1年生の保護者を対象に配布した。 

４－（３）－イ－⑨ 
職員によるパトロー

ルの実施 

青色回転灯を設置した公用車によりパトロールを

実施し、更なる犯罪の抑止に努める。 

市民安全課 青色防犯パトロールによる防犯パトロールを実施

し、更なる犯罪抑止に努めた。また、市職員を対象に

青色防犯パトロール講習会を開催した。 
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ウ 被害に遭った子どもの保護の推進 

記号 事業名 事業内容・事業実績 所管課 

４－（３）－ウ－① 
児童相談の充実（再

掲） 

家庭における適切な児童の養育と、養育に関連して

発生する児童の問題の解決を図るため、家庭児童の福

祉に関して専門的に相談、指導に当たる。 

子ども家庭

応援室 

保育課 

電話又は来庁によって児童の相談を受けた。 

新規相談受付件数267件 

子ども家庭

応援室 

公立保育園の園長が、主に乳幼児の保護者の育児の
悩みや相談に応じた。 
平日の午後１時30分から４時に実施した。 

保育課 

４－（３）－ウ－② 

犯罪被害者支援推進

協議会への補助金の

交付 

犯罪被害者支援推進協議会に対し補助金を交付し、
被害者の要望に即した支援を行う。 

市民安全課 
新座市犯罪被害者支援推進協議会に対し２００，０

００円の補助金を交付した。 

４－（３）－ウ－③ 里親支援事業 

所沢児童相談所と協力し、里親に対して児童の養育
方法の技術の向上等を図るため、また、養育家庭にお
ける様々な問題を解決していくための研修や交流の場
を提供する。 
また、「新座地区里親会」及び里親家庭の支援を行う。 子ども家庭

応援室 子ども家庭応援室が、「新座地区里親会」の事務局と
なり、里親家庭と里親会の支援を行った。 
市内登録里親数15世帯 
広報にいざ10月号に制度普及記事掲載 

 


